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第2章 情報通信政策の動向

ゆとりと豊かさを実感できる生活大国と均衡のある国土形成の実現、

さらには、国際社会への貢献等への観点から、情報通信政策は着実に進

展 している。

本章においては、情報通信政策の展開を、情報通信の高度化及び振興

のための総合政策、電気通信及び放送分野に関する政策、郵便事業の推

進及び郵便局ネットワークの活用、情報通信分野における国際政策及び

技術開発の視点から、4年 度に実施 した施策及び5年 度に実施予定の施

策について概観する。

第1節 情報通信政策の展開

121世 紀 にむけた新たな情報通信基盤の整備 について

情報通信基盤 は、我が国の産業、経済及び国民生活 を支 える社会基盤

として大 きな役割 を果た して いる。 しか し、今後 の発展 と高度情報化 の

進展に伴い、 国民生活及 び経済活動の情報通信 に対す る依存が格段 に高

まって いるこ とにかんがみ、情報通信基盤 の抜本的 な高 度化 を早 急 に

図ってい くこ とが期待 されてい る。

一方、情報通信 インフラの整備 については、長期間にわたって莫大 な

資金が必要であ り、需要の程度 ・時期が必 ず しも明確 ではない。 また、

官民の適切な役割分担、技術革新 に対応 した制度の確保等の課 題が生 じ

てい る。 そこで、技術開発動 向 を踏 まえた情報通信 インフラの整備方策

に関 し、総合 的かつ具体 的な指針の早急な策定が必要 となっている。 こ
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の ような問題意識の もと、5年3月 に、21世 紀にむけた新 たな情報通信

基盤の整備の在 り方 につ いて電気通信 審議会 に諮問 した。 なお、答 申は

6年3月 に行 われ る予定 であ る。

2情 報通信の高度化 を目指 して
　

現在 、情報通信 を取 り巻 く環境 は、 多数の新 規事 業者の参 入、多種 多

様 なサー ビス及 び端末機器等 の出現 によ り、大 きな変化 を遂 げてい る。

この様 な状況 の中、新たに、中長期的 な観点か ら、情報通信 の高度化に

つ いて、具体的 ・定量的に展望 し、望 ま しい方向への発展 を支 え、促進

す るような施策 を考 えてい く必要性が高 まって きた。 この よ うな理 由か

ら、電気通信 審議会 に対 し、「情報通信 高度化 ビジ ョン」の策定が、3年

5月 に諮問、4年6月 に答 申を受 けている。答 申の中で は、豊か さを実

感 で きる社会づ くりと情報通信 との関係 に配慮 し、多様 化 す る消 費者

ニーズの充足に重点 を置 いた情報 通信 の高度化 の展望 とこれ を支 える政

策の在 り方 に焦点 を当てている。

まず、今後の情報通信政策 の基本的方向性 に関 す る分析の 中で は、豊

か な社会 を実現す るための情報通信の役 割 として、①経 済の持続的発展、

② ゆ とりある生活環境整備 への貢献、③ 国際社会 の一貝 としての責務遂

行 の3点 を挙げている。 そして これ らを実現 してい くために、情報通信

が 目指すべ き方向性 としては、電気通信 市場の競争状況 の出現や特定の

機器 に依存 しない システムの構築 が可能 となった時代 におけ る利用者の

主体性の確保 、制度 の透明性 と競争条件の実質 的な対 等性 の確保等 の視

点が重要 である と指摘 してい る。 また、具体 的 な政策課題 としては、①

研究開発 の推進、② 高度 なネ ッ トワー クの整備 、③人材の育 成、④ ソフ

トウェアの重視の4点 が必要 であ ると言及 している。

さらに、21世 紀に向けた長期的 な課題 としては、①情報通信 インフラ
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の整備 、②新 たな情報環境へ の対応が重要 であると分析 してい る。特 に、

インフラの整備の在 り方 としては、現在、ケーブルテレビ、衛星通信 の

整備が進 み、広帯域ISDNが 登場 しよ うとしている状 況 を踏 まえ、当

面 の対応 としては、① イ ンフラ間の競争推進、②新 しい高度なインフラ

整備の インセンテ ィブの付 与及び公正競争のための条件整備、③ インフ

ラの全国的 な利用の確保、 インフラ間の優位性 を明 らかにす るための検

討及 び電線類の地 中化 をは じめ とす る街並み との共存の確保の重要性 を

指摘 している。

最後に、情報通信の高度化の動向 として、今後5年 間の情報通信産業

の市場規模予測 を行 っている。 これによる と、3年 度末に59兆 円(推 定)

の市場規模が8年 度末には、79兆 円に達す る と予測、この間の伸び率 は、

34.9%で あ り、名 目GNPの 伸 び率が29.9%と 予測 されてい るこ とか ら、

情報通信分 野は、 日本経済全体の成長率 を上回 る成長 を遂 げ るもの と分

析 されて いる。

3情 報通信 による豊か さとゆ とりの ある生活環境の整備

(1)身 体障害者の通信 ・放送サー ビス利用の円滑化

すべ ての国民一人一人が豊か さとゆ とりを実感 で きる生活大 国 を実現

す るためには、誰 もがテ レビや電話等の情報通信 の利便性 を等 しく享受

できるようにす ることが重要 な課題になってい る。

このような背景か ら、身体障害者がテレビ等の通信 ・放送 のサー ビス

を十分に受 け られ るようにす るため、テレビの字幕放送や解 説放送の充

実、新 しいサー ビスの開発等 に向けた取組が必要 とされてい る。

このような理 由か ら、①字幕放送(聴 覚障害者向け)・解説放送(視 覚

障害者向け)の 番組制作に対す る助成、②字幕放送 を行 うために必要な

文 字多重放送設備等の整備 に対す る利子補給、③ 身体障害者向けの新 し
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い通信 ・放送サー ビスの開発 に対す る助成、及び④ 身体障害者 向けの通

信 ・放送サー ビスに関す る情報提供 を実施す るためのデー タベー スの整

備 等の施作 を推進す るこ ととしてい る。

(2)高 齢化社会1に対応 した情報通信政策

来 るべ き高齢化社会に向けて、高齢者 が、 ゆ とりあ る豊か な生活 を営

み、主体的 で自由に活動 す る社会 を想定 し、 そのよ うな社 会 を実現する

上で必要 になる情報通信及び情報通信政策 の在 り方 を明 らか にす る目的

で、郵政省 において、3年10月 か ら4年4月 まで、「豊か で活 力ある高齢

化社会 の形成 と情報通信 に関す る調査研究会」 が開催 され た。

この調査 では、今後社 会の 中で比重が 増す高齢者の社会的 な役割が高

まる中で、それに対応 した仕組み を整備 す るこ との重要性が指摘 されて

い る。 そ して、具体 的 な情報通信 の役割 としては、① 多様 な趣味、生 き

が いの実現 を支援す る手段、②家族 ・友人等 との 「ふれ あい」の手段、③

高齢者 の生活活動 を支援す る手段 、及び④安心 して暮 らせ る生活環境 を

提供す る手段 としての情報通信 の役割が期待 され ている。

また、高齢化社会 に向け た情報 通信 技術 の方向性 としては、操 作性の

向上、サー ビス機能 の高度化 ・多様化等 の側面か らの改善に関す る重要

性が示 されてい る。

さらに、21世 紀 の高齢化社会に向けての情報通信の課題 としては、高

齢者に対 し親和性 の高 い情報通信 システムの開発、高齢 者のニーズに則

した有用 なサー ビスの充実、高齢者の情報通信サー ビスの積極 的な利用

に対す る支援 の必要性が指摘 されている。

(3)家 庭向け情報通信サー ビスの在 り方

家庭向け情報通信 サー ビスについては、80年 代以降、 多 くの企業等に

より、ビデオテ ックス、パ ソコン通信、ホームバ ンキング、ホーム トレー

ド等、様 々な取組がなされ てきたが、現状 にお いては、端末数や 利用状
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況等 の面において、必ず しも広 く普及 している とは言えない状況にある。

この ような状況 をかんがみ、企業等が家庭 向けに行 う情報通信サー ビス

のあるべ き姿 を明 らか にす るとともに、その健全 な普及に至 るための方

策 を追求す ることを目的 と して、3年3月 に郵政省 におい て、「家庭 向け

情報通信サー ビスの在 り方に関す る調査研 究会」が開催 され、4年6月

に報告書が まとめ られ た。

本報告書においては、家庭生活において、情報通信 サー ビスが広 く普

及 してい くため には、便利で、安心 できる、安 価 なサー ビスが必要 であ

るとし、サー ビス提供者、センター、ネ ッ トワー ク及び通信機 器のある

べ き姿について、次の ような提言が行 われている。

ア サー ビス提供形態

サー ビス提供 者の規模 、地域、企業系列 、業種 ・業態等 にかかわ らず、

できる限 り多 くのサー ビス提供者が容易 に参入す ることが可能 とな り、

サー ビス内容 による自由な競争の 中で、利用(加 入)手 続 きの簡 素化や

24時 間・年中無休等 によ りサー ビスが提供 され る環境 が望 まれ る。 また、

苦情処理体制や利用者の個 人デー タに関す る保護対策が整備 されるこ と

も望 まれ る。

イ セ ンター

ビデオテ ックス、パ ソコン通信のセ ンター の有効利用 を図 る とともに、

連携サー ビス(ホ ームバンキングやホー ム リザベーシ ョン とその代金決

済 とが1回 のア クセスの中で行 えるサー ビス)を 可能 とす るセ ンターが

新 たに設置 され るこ とが望 まれ る。

ウ ネ ッ トワーク

通信料 金の遠近格差の縮小が求め られる とともに、時間制課 金、従量

制課金等の選択 を可能 とするなど、利用者 に とって選択性の高い通信料

金体系が望 まれる。また、通信 デー タの重要性の高 まりや故障等 に備 え、
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回線の二重化 対策等のネ ッ トワー クにおけ る信頼性の一層の向上が望 ま

れ る。

工 通信端末

簡単 な端末操作 の実現 のため、 よ り人 間の感性に近 いマ ン ・マ シンイ

ンタフェー スの開発 が望 まれ る。 また、 高齢者や身体 障害者等に とって

利用 しやすい端 末が必要 であ り、汎用性、価格、操個 生、機 能及びサー

ビス等 を含めた総合 的な研究 開発 が求め られ る。

(4)情 報通信 による就業環境 の改善

東京一極集中問題に代表 され る我が国の大都 市部へ の産業 の過度の集

中状況 によって、都 市部においては、地価 の高騰等 に影響 され た狭隆で

高 コス トな就 業空間の問題、慢性 的な交 通渋滞及 び通勤 ラ ッシュ、長距

離 ・長時 間通勤等の通勤問題、 また、就 業機会 の地域格差の拡大等様々

な問題が生みだ されてい る。

一方、経済の発展に よって もた らされた国民 のライフスタイルや価値

観 の変化 、 さらには、女性の社会 進出の進展 よる就業構造の変化 によっ

て、勤労者の就業観 の多様化が生みだ されて きた とともに、企業 におい

て も、経 済性 の観点か ら、産業立地の分散化 を図 るな どの行動が見 られ

るよ うに なってい る。 このよ うな状況の中で、一部の企業 においては、

高度情報通信技術 を活用 し、在宅勤務 、サテ ライ トオフ ィス等が先進的

に導入 され てい る。 これ らの就業形態は、勤労 者に とって 自由度の大 き

い ものであ り、通勤問題等の諸問題 も改善 に向か うもの と期待 され る。

この様 な問題意識の もと、郵政省において、4年10月 に 「就業環境の

改善 と情報通信 の在 り方に関す る調査研 究会」 が開催 され、高度 な電気

通信技術 を活用 した新 しい就業形態の動 向 を検証 し、就業環境 の改善に

資す るため の情報通信 の活用方法 と普及 のため の課題が検 討 されてい

る。具体 的には、情報通信の活用策 として、諸外国におけ るテ レコ ミュー
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ティングシステム(通 信通勤)の 利用事例 やマルチメデ ィア ・オフ ィス

LANの ような新 しい情報通信 システムの研究、 また、 モデルシステム

の開発や システム相互1間の接続性 の確保及 び標準化 の推 進等 の開発施

策、さらには、全国の郵便局 を活用 したサ テライ トオフィス、レンタル

オフィス等の導 入を検討す るな どの普及施策等が審議 されてい る。

4情 報通信 による環境問題 への対応

(1)郵 政省の環境問題への取組 について

近年、オゾン層の破壊 、地球温暖化、熱帯林 の減少、大気や水質の汚

濁、 自然環境 破壊等、人類 の生存基盤 に係 る環境の破壊 が世 界的規模

で急速 に進行 しつつ ある。 このよ うな状況下 において、郵政省において

も、環境 問題 は、人類の生存 に係 る重要 な問題 として、 官民が一体 と

な り総 力を挙げて取 り組むべ き課題 として認識 し、 これ までに も、郵政

省において、短波長 ミリ帯の電磁波 を利用 したオゾン層や大気中の微量

ガス成分の計測や紙 資源 を使用 する葉書へ の再生紙の利用等、電気通信

と郵政事業の両面 か ら対応が行 われて きた。

しか し、現在 の環境破壊の急速な進展及び環境 問題の解決に 向けた世

界的規模の問題 意識の高 ま りに対 し、郵政 省 としても環境 問題に対 する

総合的な認識 を明 らか にし、環境政策 を強力に推進す る観点か ら、「郵政

省の環境問題への取組 につ いて(郵 政省環境政策大綱)」 を4年12月 に策

定 した。

ここにおける基本的な考 え方 としては、経済成長 の活力 を損 な うこと

な く国民生活や事業活動 を環境 と調和 させてい くとい う既存の枠組み を

越 えた新 しい対応 とこれを実現 させ てい くための道筋 を情報通信 を利用

する観 点か ら提起 しているこ とであ る。 また、政策実施 ための社会的な

基盤 として、全国に あまね く展開 している2万4千 の郵便局 ネ ッ トワー
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クの活用 の可能性 を踏 まえた ことである。

そ もそ も、情報通信は、それ 自体 クリー ンでエネル ギー消 費の少 ない

社会 資本 である。エネルギー消 費の大 きい交通 に よる人、物 の移動 を情

報通信 で代替す ることによって、大 きな環境 改善効果 を挙 げる ことがで

きる。今後、情報通信 は、 国民生活や産業活動 を環境 に調和 した ものに

変 えてい くための社会基盤 として、大 きな役割が期待 されてい る。

具体 的 な施 策及びそれ の効果予測に関 しては、郵政省 において、4年

11月 か ら5年3月 まで開催 され た 「環境 ・省エネ対応型電気通信 システ

ムに関す る研究会」 にお いて検討が行 われた。 この研 究会の 目的 は、米

国におけ るテレ コ ミュー ティング(通 信 通勤)に 関す る法律制定の動き

とその影響 を踏 まえ、環境 改善 効果 の高 い情報通信 シス テム とそれに

よって もたらされ る二酸化炭素 の数 量を試算す るこ とによって通信政策

の策定 に資す るこ とであ る。

個別 の情報通信 システム としては、次の3つ が主に検討 された。

① 交通代替型通信 システム

テレビ会議や テレコ ミューテ ィング等、 映像通信 を用 いた臨場感の高

い情報通信 システムの普及 を促進す るこ とによ り、出張等の交通に よる

移動の削減 によ り、二酸化炭素 の削減や省エ ネに貢献す るこ とが可能に

なることが検証 されている。郵政省 において も、郵便局衛星通信ネ ッ ト

ワー ク(P-SAT)を 整備 し、会議や研修 に伴 う人の移動の削減 を図

るこ とに してい る。

② 省エネ型 電気通信 システム

電力、空調及び照明等、ビルの屋 内設備 の効率 的な管理 を行 うために、

電気通信回線 を利用 して集中制御 を可能 とす るビル管理統合通信 システ

ムの導入に より・電力消費の削減 も期待 されてい る。 また、情報交換 を

電子化 して行 うEDI(電 子 デー タ交換)も ペーパー レス化 を促進す る
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な どの効果 を期待 されてい る。

③ 環境モニ タ リング型通信 システム

大気や水 質の監視 を多地 点間に設置されたセンサー を通信ネ ッ トワー

クで制御 し、各地 での異変 を迅速に把握 ・分析 し、環境 破壊 の事前防止

等に資す ることが可能であ り、す でに約300の 自治体及び企業 で活用 され

ている。そして、全国的な普及に向けての支援施策 について検討 された。

(2)環 境監視のための技術開発 ・国際協力

電波や光 を用 いた計測技術 は、環境 モニ タ リングを通 じて、環境状態

の継続的な監視 と環境悪化要 因の解 明に、また、地球環境情報 ネッ トワー

クは、観測 デー タの有効 な利用等にそれ ぞれ大 きな役割 を果 たす ことが

で きる。このよ うに、国際協力 を促進 し、世 界的規模 における技術開発

の推進 を図 るこ とが今後一層重要になって いる。

3年 度か らは、 日米共 同熱帯降雨観測衛星(TRMM)搭 載用降雨レー

ダの開発 を行 い、降雨 レー ダ、マ イクロ波、 可視 ・赤外線 の各データの

相互利用等 によ り地球的規模 における気候変動の観測体制 の強化 を図 る

な どの措置が実施 されている。 なお、本衛星 は、9年 度中に打 ち上 げが

予定 されている。

4年 度の新規施策 として、同年10月 か ら 「地球環境保全 国際共同研究

推進会議」 を開催す る とと もに、オゾン層破壊や地球温 暖化に密接 に関

わ りのある中層大気(高 度約15～100km)の 総合的観測システムの開発や

極域におけ る中層大気の共同観測 ・共同実験 に着手 した。 このプ ロジェ

ク トは、ア ラスカ大学 を中心 とした米国 と我が国 との国際共同研究 であ

り、 日米科学 技術協力協定に基づ く案件 として採択 され ている。

また、「高分解能三次元マ イクロ波映像 レー ダに よる地球環境 計測技術

の研究」が、5年 度か ら12年 度 にかけて8年 計画で実施 され る。 これは、

海洋汚染、砂 漠化等 の環境問題 は もとより、地震や洪水等の 自然災害に
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対 し、機動的 な対処 を行 い、影響の大 きさや それに よる環境の変化 を予

測す るために、世界 で初めて3次 元立体 映像 を用 いた観測体 制 を整備 し、

それ を可能 にす る航空機搭載 型の レー ダの開発 と合わせ て、人工 衛星搭

載型 レーダの基礎技術の確 立 も目指 してい る。

さらに、5年 度か ら 「ア ジアにおけ る地球環境計測技術 の共 同研究」

を推進す る予定 である。 これは、ア ジア地域 における ピナ ツボ火 山の噴

火や熱帯雨林 の破壊 等、急速 な環境 の悪化 に対処す るために、開発途上

国 自らが、電磁 波 を利用 した高度 な地球環境計測が可能 となるように技

術 セ ミナー を開催 し、計測機器 等の共 同研究 を実施す るもの である。

(3)環 境 にや さ しい郵政 事業の推進

郵政事業 自らが、 多 くの資源 ・エネル ギー を消費 している との問題意

識に立 ち、事業活動 その ものの環境 負荷 の低減 を図る とともに、全国2

万4千 の郵便局 ネッ トワー クの活用 によって、 国民 と一体 となった環境

問題へ の対処 を図 ることが重要 になって いる。

郵政事業 にお いては、低 公害車 の試行配備 として、 これ までに、電気

自動車17両 、メタノー ル 自動車1両 の導入 を行 って きてお り、今後 とも、

この試行配備 の拡充 を実施 す るこ と、 また、 自動車が 中心で ある郵便物

輸送において も、効率化 を高め、取扱郵便物数の増加 に対応 し、車両の

増加抑制 を図る とともに、可能 な限 り鉄道 コンテナの利用拡大に努めて

い くことに している。

また、郵便葉書の再生紙 の利用 については、4年9月 か ら再生紙利用

の寄附金付 き広告つ き葉書 を発行 した。今後、お客様 の利 用動 向等 を勘

案 した上 で、5年 度 には、暑 中見舞用葉書(か もめ一 る)、 春 の絵柄つ き

郵便葉書(さ くらめ一 る)、ふ るさと絵葉書、はあ とめ一 るの4種 を加 え、

合わせ て7億5,570万 枚 に再生紙 を活用す る予定 であ る。

さらに・郵便局 ネッ トワー クの環境問題 への活用 につ いては、寄附金
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付 き広告つ き葉書、寄 附金付 きお年玉付郵便葉 書 ・切手の販売 によって

集 まった寄 附金 を、地球環境 の保全のため の事業 を行 う団体 に配分す る

とともに、国際ボランテ ィア貯金 にかかわる寄附金 について も、環境保

全事業 を行 うNGOに 対 して配分の対 象 とし、海外援助に役 立てている。

5情 報通信 による国土の均衡 ある発展

(1)多 極分散型国土形成 の推進

3年12月 、 国土審議会 に、 第4次 全 国総合 開発計画(昭 和62年 策定)

の総合的点検作業 を行 うため に調査部会が設置 された。 これは、総人 口

の伸 びの鈍化 、高齢化の急速な進展、 グローバ リゼー シ ョンの一層の進

展、情報化、サー ビス化 の進展等の産業構造 の変化 、価値観の多様化 を

反映 した よ り質の高 い生 活へのニーズの高 まり等の情勢変化 を踏 まえ、

多極分散型国土の形成 を推進 してい くため、長期的視点 に立 って、1国土

政策 の対応方向を明 らかにす るこ とを目的 としてい る。 そ して、今年末

に、調査 ・審議 の結果 を取 りまとめ る予定 である。

郵政省 として も、地域主導の地域づ くりと公共投資の計画的実施の推

進に関 し、情報通信 ネ ッ トワー ク整備 の現状 と課題、 また、 それ と諸機

能集積 との関係 等について検討 を進めてい くこ ととしてい る。

(2)国 会等の移転への対応

東京一極 集中 を是正 し、 多極分散型国土形成に資する とともに、地震

等の大規模 災害への脆弱性 を克服す るな どの 目的か ら、4年12月 、「国会

等の移転 に関す る法律」が制定 され、政府 として国会等の東京圏外へ の

移転の具体化 策につ いて積極 的に検討す るこ ととされた。

郵政省 としては、仮 に、国会 ・中央官庁等の移転が行 われ る揚合 にお

け る未来型の新都市建設及び移転 の円滑化 のための情報通信基盤の在 り

方について、新都市の果たすべ き「国家 中枢機能」、「国内交流機能」、「国
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第2-1-1図 新 首都の4っ の機能 と情報通信 二一ズ

国家中枢機能 国際交流機能

灘 麟麟 高'羅 戦 ・繰
・大量 の重要 情報・重要 ・我か国の 国際的な地位

書類の発生、流通、利用 の高 ま りに伴い、国際

か 日常的に行 なわれ る 的 な情報 通信ニー スは
格段に増加

高度な情報通信
(電気通信、放送 、、郵便)

・新首都 は国内の情報 交

流の結節点(ノ ー ド)
となる、
・多極分散 化に よi}、 新

首都 と国内各地域 との
1青報通イ言ニー スは牽各二食
に増加

・情報通信 を活用 した利

便性の高 い生 活環 境の

実現
・国内外か らの来訪者へ

の きめ細 かな生活支援

情 報サー ビ スか不可欠
・情 報通信 を活用 した娯

楽 、文化交 流の充実.

際交流機能」及び 「生活文化機能」が十分に発揮されるための情報通信

基盤の整備の方法等について検討 を進めることとしている(第2-1

-1図 を参照)。

(3)地 方拠点都市地域の整備

地方の自立的成長の促進 と国土の均衡 ある発展を図る目的で、「地方拠

点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律」が制

定、施行された ところである。郵政省としても東京一極集中の是正や地

方の活性化については、情報通信基盤の整備が不可欠であるとの立場か

ら、電気通信の高度化による地方拠点都市地域の整備 を促進 していくこ

ととしている。

具体的な支援措置としては、以下のことが講じられている。

① テレビ会議、遠隔研修及び高速デー タ通信等の大容量の電気通信を
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行 うための機能 を備 えた中核 的施設(サ テライ トビジネスセンター)

の整備事業 を行 う第3セ クターに対す る通信 ・放送機 構か らの出資及

び 日本開発銀行等か らの無利子融資。

② 情報通信 サー ビス提 供関連施設等の整備 に対す る日本開発銀行等か

らの低利融資。

③ 産業業務施設(電 気通信業、放送業に係 る事務所及び研究所 を含む)

に係 る特別償却制度等。

④ 地方拠点都 市地域 の電気通信 の高度化 の促進の ための調査。

(4)大 阪湾臨海地域の開発整備

「大阪湾臨海地域開発整備 法」が、4年12月 に成立 した。 この法律 は、

世界都 市にふ さわ しい機能 と住民の良好 な居住環境等 を備 えた地域 とし

て大阪湾ベ イエ リア(大 阪湾臨海地域 及び周辺地域)の 整備 に関す る総

合的 な計画 を策定 し、その実施 を促進 す るこ とに より、大阪湾ベ イエ リ

アの活力の向上 を図 り、 もって、東京一極集 中の是正、世界及び我が国

の経済、文化等の発展に寄与す る 目的 としている。 この法律施 策の策定

及び実施に当たっては、国及び地方公共団体 は、大阪湾ベ イエ リアにお

け る有機的かっ効率 的な通信網等の形成 を図るように努め ることとされ

ている。具体 的な支援措置 としては、公共施 設の整備、地方債について

の配慮、資金の確保等の措置及び地方税の不均一課税に伴 う減収補」眞措

置が講 じられ ること1こなってい る。郵政省は、国土庁等主務7省 庁の一

つ として、地域 の指定 や整備等 に関す る基本 方針の決定 を行 うこ とに

なっている(第2-1-2図 参照)。
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第2-1-2図 大阪湾臨海地域開発整備法の施策スキーム
〔目的〕
○大阪湾臨海地域の整備等の促進による当該地域及びその周辺の地域の活力の向上

○東京一極集中の是正と世界及び我が国の経済、文化等の発展

関 係 府 県 知 事 ①大 阪湾臨海地域 及 び

申 請 関連 整備地域 の指定

(主務 大臣)

「 関係行雌 関の長 」 ※
協 議

関 係 府 県 知 事

意見聴取

関係行政機関の長

協 議

関係市町村長、
ベイエリア開発推進機構 等

②基本方針の決定

(主務大臣)
※

意見聴取

③ 整備計画 の策定

(関 係府 県知 事)
〈計画事項〉
・名称及び区域

・整備等の目標

・開発地区の名称及び区域並び

に整備の方針
・開発地区において整備すべ き

中核的施設
・公共公益施設、住宅施設等の

整備 等

〔支援措置〕

○公共施設の整備

○地方債についての配慮

○資金の確保等

○地方税の不均一課税に伴 う滅収

補狽措置 等

(注〉 ※ 国土庁長官、環境庁長官、通商産業大臣、運輸大臣、郵政大臣、建設大臣及び

自治大臣。
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6地 域情報化の推進

(1)電 気通信格差是正事業の推進

3年 度より、「生活関連」の公共投資として、「電気通信格差是正事業」

を実施 している。具体的な事業の内容として、5年 度は、①過疎地、辺

地又は離島、若しくは、地方公共団体が管理する トンネル、地下街等の

閉塞地域においても、 どこでも自動車電話等の移動通信を使えるように

するための移動通信用鉄塔施設整備事業、②民放テレビ放送の難視聴 を

解消するための中継施設又は共同受信施設の整備、③沖縄県先島地区の

民放テレビ放送の難視聴を解消するための海底ケーブル、マイクロ波回

線施設及び中継施設の整備、④民放中波ラジオ放送の受信障害を解消す

るための中継施設の整備、及び新たに⑤原因者の特定が困難なテレビ放

送の都市受信障害を解消 し、地域間に存在する情報格差の是正を図るた

騨 丁騨
r

卜

離

移動通信用鉄塔
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めに共 同受信施設の整備 を行 う都市受信 障害解消事業が実施 され ること

になった。国は、 これ らの施設の整備 に要す る経 費につ いて、事業 内容

に応 じて、経費の4分 の1か ら3分 の2ま で を地方公共 団体等 に対 し補

助す るものであ り、5年 度予 算においては、前年度比10億2,600万 円増の

30億4,200万 円が認 め られて いる。

(2)テ レ トピア指定地域の追加

テレ トピア構想 は、 ケーブルテ レビ、 ビデオテ ックス、 デー タ通信等

のニュー メディアを活用 して地域の情報化 を促 進 し、地域社会 の活性化

を図 るこ とを目的 としてい る。5年3月 末現在、119地 域が指定 されてい

る。

具体 的な支援措置 としては、 日本開発 銀行 等か らの無利子 融資及び低

利融資、テ レ トピア推進法人が行 う試験研 究に対 す る基盤 技術開発セン

ターか らの出資、 そ して、指定地域 において債務保証、利子補給等 を行

う公益法 人(テ レ トピア基金)に 対 して、民間企業が基金 に係 る負担金

を支出 した場合の損金算入の特例 が講 じられる。

4年 度においては、函館 市(北 海道)、 郡 山市(福 島県)、 松戸市(千

葉県)、 成田市(千 葉 県)、 横須賀市(神 奈川県)、 小 田原市(神 奈川県)、

浜松市(静 岡県)、 可児市(岐 阜県)、 一宮市(愛 知県)、 津市(三 重県)、

伊勢市(三 重県)、 松坂市(三 重 県)、 高岡市(富 山県)、 明石 市(兵 庫県)、

倉吉市(鳥 取県)、 出雲 市(島 根 県)及 び中讃地区広域市町 村圏(香 川県)

の17地 域が新 たにテレ トピア地域 として指定 された(第2-1-3表 参

照)。

(3)人 材研修事業の推進

通信 ・放送分 野の技術者等の能 力の向上 を図 る措 置 を講 ず ることによ

り、 ソフ ト面におけ る情報通信基盤の充実花 を図 り、情報社会 の健全な

発展 に寄与す る目的 で・3年 に制定 され た 「電気通信 基盤 充実臨時措置
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法」 に基づ く人材研修事業が実施 されてい る。

事業の概要 としては、通信 一放送技術の研修 ・実習の実施、電気通信

システムの設計及び放送番組の制作の実践指 導等が行 われる。
　

支援措置 としては、 日本開発銀行等か らの無利子融資、通信 ・放送機

第2-1-3表 テ レトピア追加指定地域の計画概要

地域名 テ ー マ タイプ 構築予定 システム 主な メデ ィア

は 二 たて し

函 館 市

(北海道)

生活 を個か ら集(ま ち/へ

っ な ぐテレ トピア

コ ミュニ ティタ

ウ ン型

福祉 ・医療 型

都市 問題解消 型

観光 レ クリエー

シ ョン型

・地 域情報 シス テム

・都 市問題新 交通 システ ム

・福 祉情報 シ ステ ム

CATV

コ ミュニテ ィ放

送

デー タ通信

;お η ぐ塗 し

郡 山 市

(福島県〉

心 のか よいあ う協 力社会 と

しての まちづ くり

コ ミュニ ティ タ

ウン型

福祉 ・医療型

コ ミュ ニテ ィ情報 シ ステム

・生 涯学習 情報 システム

・公 共サー ビス システム

イ ンター コ ミュニ ケー シ ョ

ン ネッ トワー クシ ステム

マル チ ・ケア情 報 システム

ビデ ォテ ッ クス

ハ イビ ジョン

パ ソコン通信

デ ー タ通信

ファ クシ ミリ

穗 芦 舌
(千葉県)

文化的で緑豊かな活気のあ

る都市の形成

コ ミュ ニテ ィタ

ウン型

都市 問題解 消型

観光 ・レ クリェ
ー シ ョン型

・総合行政 システム

・文化情 報 システム

リサ ィ クル情報 シ ステム
・防災情 報シ ステム

・公共施設 ・スポー ツ施設予約

・案内 システム

データ通信

CATV

防災行政無線

衛星通信
ハイビジヨン

ニリ セL

成 田 市
(千葉県〉

うるお いの あるふ るさ とづ

くり

コ ミュニ テ ィタ

ウ ン型

都 市問題解 消型

観光 レ クリエー

シ ョン型

・総合 市民サー ビ スシステ ム

・コ ミュニ テ ィ映像情 報 シス

テム
・文化 ・スポー ツ施 設予約

案 内シス テム
・文化 ・教育 映像 システム

・図 書館情報 システム

・防 災情報 シ ステ ム

・緊急情報 シ ステム

・観 光情報 シ ステム

ビデオテックス、

フ ァ クシ ミ リ

パ ソコン通信 、

LAN

音声応 答 システ

ム、CATV、

デー タ通信 、

ハ イビ ジョン、

防 災行政無 線

衛星 通信、

電話
、

よこ 「 カ・L

横 須 賀 市

(神奈川県〉

情 報 で 結 ぷ リサ ーチ&リ

ゾー トの創 出

研究学園型

伝統地域産業型
⊃ミュニティタ

ウン型

国際交流型

・研 究交流 バ ックア ップ シ ス

テム
・産 業活動 支援 システ ム

コ ミュニ テ ィ情報 システム
・セキュ リテ ィ情報 システム

・国際生活 交流 シス テム

パ ソ コン通 信

フ ァ クシ ミリ

CATV

ビデオテ ッ クス

デー タ通信

音声応答システム

お だ わら し

小 田 原 市

(神奈川県)

市民主役の情報化 コ ミュニテ ィ タ

ウン型

都 市問題解 消型

・CATVシ ステム

・ファ クシ ミリ メー ル ・シ

ステム
・市民交流 ネ ッ トワー クシス

テム
・地域情報 交流 シ ステ ム

・防 災緊 急情報 シ ステム

CATV

音声応答システム
ファ クシ ミリ応

答 シ ステ ム
パ ソ コン通 信

デー タ通信

無線ファクシミリ
ハ イビジョン

衛 星通信
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地域名 テ ー マ タイプ 構築予定 システム 主なメディァ

12,望r,L

浜 松 市

(静岡県)

文化の香り高 く豊かで活力
あふれるまちづ くり

コ ミュニ ティ タ

ウン型

福祉 ・医療 型

都市 問題 解消型

観光 ・レ クリェ
ー シ ョン型

・音楽文化情報 システム

・生涯学習情報 システム
・行政情報システム

・健康福祉総合情報システム
・駐車場情報システム

・観光案内情報システム

デー タ通 信
パ ソコン通信

VRS

ビデ オテ ッ クス

CATV

マ ルチ メディア

パ ソ コン

G4フ ァクシミリ

テ レ ビ電 話

ファ クシ ミリ

電 話

緊急通 報装置

ディスプレイホン

か にL

可 児 市

(岐阜県)

新たなる市民文化の創造 コミュニティタ

ウン型

福祉 ・医療型

伝統地域産業型

・行政情報システム

市民生活 ・文化情報 システ
ム
・公共施設管理情報システム

・福祉 ・医療情報システム

・産業活性化支援システム

ISDN、CA

TV

ファ クシ ミリ

LAN

礎 気 カー ド
パ ソ コン通信

ビデ オテ ックス

電話

コの 響 希

(愛知県)

情報 ネ ッ トワー クの推 進に

よ る一 宮 市 ア イデ ン テ ィ

テ ィの確 立

コミュニティタ

ウン型

福祉 ・医療型
伝統地域産業型

物流 ・商流型

・健 康福 祉情 報 システ ム

・コ ミュニ ティ支援 シ ステム

・生涯 学習 支援 シ ステム

・地場 産業 活性 化 システム

・商 店街 活性化 シ ステム

CATV、 ハ イ

ビジ ョン

パ ソ コン通信

デー タベー ス

デー タ通信

電話 、 ファ クシ

ミり

ICカ ー ド

「)L

津 市
(三重県)

ヒューマ ン ・ネ ッ トワー ク

でっ くる豊 か で住み よい 県

都 津

コミュニティタ

ウン型

福祉 ・医療型

都市問題解消型

・コ ミュニ ティ情報 シ ステム

・生 涯 学習 シス テム

・行 政情 報提 供 システ ム

・緊急 通報 システ ム

・防災情 報 システ ム

・リサ イ クル情報 シ ステム

デー タ通信

CATV

ビデ オテ ックス

電話

テ レ メー タ

衛星 通信

ファ クシ ミリ

有線放 送

い せ し

伊 勢 市
(三重県)

ニュー メデ ィア でっ くるふ

れ あいの まち"伊 勢"

コ ミュニ テ ィタ

ウン型

観光 レ クリエ ー

シ ョン型

・コ ミュ ニテ ィ情 報 シ ステ ム

・集会都 市情 報 システ ム

ド観光情 報 システ ム

CATV

ビデ オテ ックス

パ ソコ ン通信

フ ァ クシ ミリ

2つ さか し

松 阪 市
(三重県)

一 一

夢 と ドブ マ の コ ミュ ニ ァ ィ

情 報 ネ ・・1一ワ ー ク(D&D

ネ ・ノト)

コ ミュニ ティ タ

ウン型

福祉 ・医療 型

都市 問題解 消型

観光 レク リエー

シ ョン型

・ふれ あい ネ ッ トワー クシ ス

テム
・教育 ネ ッ トワー クシステ ム

・地域福 祉 ネ ・アトワー クシス

テム
・災害対策 ネ ッ トワー クシス

テム
・観光 情報 ネ ッ トワー クシ ス

テム

CATV、 ビデ

オテ ックス

フ ァ クシ ミリ

デー タ通信

音 声応 答シ ステ

ム

ISDN、 パソ

コン通信

緊急一 斉連絡装

置、テ レ メー タ

電 話
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地域名 テ ー マ タイプ 構築予定システム 主 なメデ ィア

たか,痂 ・ し

高 岡 市
(富山県)

日本海側を代表する躍動 と

創造のまち高岡

コ ミュニ ティ タ

ウ ン型

福祉 ・医療型

伝統 地域産 業型

観光 レ ク リエー

シ ョン型

・市民情報 シ ステム

・福 祉安全 情報 システム

・地域 産業情 報 システム

・観光 スポー ツ情 報 システム

CATV、 オフ

トー ク通信

デー タ通 信

パ ソ コン通信

ビデオテ ックス

ファ クシ ミリ

ICカ ー ド、ハ

イビジ ∋ン

電話

あか し し

明 石 市

(兵庫県)

時 を過 ごしたくなるまち
阜,,,,■

交流し躍動する出会いと感

動にみちた海峡公園都市 ・
明石

コ ミュニ テ ィタ

ウン型

福祉 ・医療 型

伝統 地域産 業型

物 流 ・商 流型

観光 レク リエー

シ ョン型

・コ ミュニテ ィ活動支援 シ ス

テム
・地域映像 情報 シ ステ ム

・生涯学 習支援 システ ム

・観光情 報 システム

・行 政情報 システム

・総 合交通 システム

・健康 ・福 祉情 報シ ステム

・地域産業 情報 システム

パ ソ コン通信

デー タ通信

CATV、 ハ イ

ビジ ョン

ポイ ス〆一 ル

フ ァ クシ ミリ

自動 交付機

ICカ ー ド、P

OSシ ステ ム

ぐり`し し

倉 吉 市

(鳥取市)

躍 動の ま ち倉 吉'輝 く人 ・

緑 の まちづ くり

コミュニティタ

ウン型

福祉 ・医療型

先進農業型

都市問題解消型

・行政 ・福 祉憶報 シス テム

・生涯学 習支援情 報 システム

・健 康管理 情報 システム

・行政サービス高度化システム

・地域活性化映像情報システム

・農 業 ・フルー ツ情報 システム

・防災情 報 システム

デー タ通信
パ ソ コン通信

フ ァ クシ ミリ

無線通 信

CATV

衛星通 信

い ず し し

出 雲 市
(島根県)

人と自然とメディアが調和

した健康で魅力あふれるま
ちづ くり

コ ミュニテ ィ タ

ウン型

先進農 業型

観光 ・レ クリェ
ー シ ョン型

・総合 福祉 カー ドシステム

ふ れあ い情 報 システム
・地域 映像情 報シ ステム

・地域 情報交 流シ ステム

・エ ン ター テイ メン ト情 報 シ

ステム

ICカ ー ド

CATV

パ ソコン通信

ビデ オテ ッ クス

才フ トー ク通 信

ハ イ ビジ ヨン

衛 星通信

ち曲 うさ んら く二 う

中讃地区広
い 愚しらよろそんけん

域市町村圏

〔香川県)

21世紀への時代潮流に適応

した産業 ・文化都市圏

コ ミュニ テ ィタ

ウン型

福祉 ・医療 型

都市 問題解消 型

観光 レ ク リエー

ンヨン

・中讃広 域総合 カー ドシ ステ

ム
・ふれ あい コ ミュニ テ ィネ γ

トワー クシ ステム
・高齢化社 会福 祉支援 システ

ム
・火災緊急相 互 支援 システム

リサ イクル情 報 システム
・観光情 報 システム

ICカ ー ド

デー タ通信

有 線放送

防 災行政無 線

CATV

オ7卜 一 ク通信

パ ソ コン通 信

音 声応 答シ ステ

ム

フ ァ クシ ミリ

電 話

構か らの 出資が認め られたほか、税制優遇措置 として、民間企業か らの

出えんについては、 同事業 を公益法人が行 う場合、基金に係 る負担金 の

損金算入の特例等が講 じられている。

事業の認定 に関 しては、札幌市 の「株式会社北海道テ レコムセ ンター」

(3年 度認定)に 続 き、4年 度においては、金沢市の「株 式会社北陸 メディ

アセンター1が 、第2号 の事業 として認定された。



一180一 第2章 情報通信政策の動向

(4)民 活法施設整備事業の推進

民活法(民 間事 業者の能力 の活用 による特定施 設の整備 の促進 に関す

る臨時措置法、昭和61年 施行)は 、民間事業者 の能力 を活用 して社会経

済 の基盤の充実 に資す る特定施設の整備 を図 るこ とに よ り、 内需の着実

な拡大 と地域社 会の活性化等 に寄与す るこ とを目的 としている。

支援措 置 としては、 日本開発銀行等か らの無利子融 資、低 利融資及び

租税 の特例措置等が講 じられ ている。

4年 度 においては、関西国際空港の空港機 能の支援 ・補完 と地域の環

境 改善 を 目的 とした 「りん くうタウン」 を効率 的かつ安全 に機能 させる

ため の先端 的情 報通信基盤 を備 えた中核施 設 と して、「りん くうテレコ

ム ・インテ リジ ェン トビル」が、 また、サ テライ トオフィス対応型情報

通信サー ビス等の提供 を行 う情報通信の先導的 な拠点 として 「厚木 テレ

コムパー ク」 が、民 活法の施設 として認定 を受 けた。

なお、「厚木 テ レコムバー ク」は、「厚木テ レコム タウン1の 中核施設

として位 置づ け られ てお り、地方の拠 点に、高度かつ先 導的な情報通信

基盤 を、道路や上下水道等の既存の都 市基盤 と同様、 まちづ くりと一体

的に整備 してい くこ とを目的 とす る 「テ レコムタウン構想」 の第1号 プ

ロジェク トであ る。

(5)地 域振興 のための電波利用

地域社会 の活性化 を図 る上 で、情報通信の役割に対 して大 きな期待が

寄せ られている。特に、電 波を利用 した システムは、設置が容易 で簡便

に利用 す るこ とが可能であ り、経済性 に も優 れているこ とか ら、 その有

効性 が広 く認識 されてい る。

この施策の実施につ いては、各地域 のニー ズに即 応 した電波利用 シス

テムの構築 を図 る観点か ら・全 国11の 地方電気通信監理局 ごとに、モデ

ル地 区を選定 して・電波利用ニーズの把握、具 体的 なシステム構築及 び
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第2-1-4表 電 波利用プロジ ェク トの地域別概要

(5年3月 末現在)

局 検 討 テ ー マ 主 な シ ステ ム の イ メー ジ ・目的

北

海

道

スキー場での電波利用 スキー指導及び スキー場案内 システム

気象観測での電波利用 雨量観 測の高精度 システム

救急医療 システムの実用化 救急車と医療機関の間の医療データ伝送

○ ルー ラルェ リアの 高度情報通信端 末
系利用

電気通信業務の端末系 を無線方式化 したシステム

東

北

陸奥港地域の総合無線 システム 海上、農業等で共用可能な連絡 システム

スキー ・イベ ン トでの電 波利用 競技の計測及び競技関係者の連絡 システム

○ ノルデ ィック ・キャンパ ス構想に よ
る情報化 に関す る調査 研究

施設管理 ・運営、 イベ ン ト等の 円滑 な運営及び
利用者への 各種情報の提供の ための システム

関
東

農村地域情報 システム、 防 災無線、パ ソコン通信等に よる情報提供

○ 地域住民 ・観光客へ の情報提供
て

コ ミュニテ ィーFM等 を利用 した情報提供

信
越

スキー リゾー トでの電波利 用 スキー指導及び スキー場案内 システム

○ 大規模 イベ ン トでの電 波利用 イベ ン ト来場者への各種情報の提供

北

陸

消 ・融雪 層の管理 シ ステム 消 ・融雪装 置の稼動管理及 び起動等 の制御

観光地情報 システム 観光客へ の観光案 内システム

山間地域 での総合通信 システム 山間地域での災害防止、地域産業振興

○ 福祉分野での電波利用 高齢者 ・身障者の野外活動に資す るシステム

東

海

イベ ン ト用の電波利 用 システム 道路情報等 のイベ ン ト来場者への提供

在宅医療 ・独居老 人看護用 システム 在宅医療、独居老 人看護 のための電波利用

○ 地場産業支援のための電波利用 養殖真珠 ・観光 などを支援す る電波利用 システム

近

畿

リゾー ト地域 での電波利用 マ リー ン コ ミュ ニ テ ィー ホー ンの 導 入

農山村地域 での情 報通信 システム 農山村地域の事業の効率化、活性化

○ 地下街等での情報運信手段の確保 自動車電話 、ポケベ ル等の受信状況 の改善

中

国

過疎地域での情報化 防 災行政無線 の高度化 、緊急通報 システム

ヘ ル ス ケ ア ネ ッ トワ ー ク シス テ ム ペ ンダン ト型緊急通報 システム、痴呆性老 人の俳

徊監視 システム

山間部 リゾー ト地域 での情報化 屋外施設等での緊急通報システム

O 養殖栽培漁業振興のための電波利用 水質観 測体 質の構築 に資する システム、養 殖栽 培
漁業 に利用可能 なシ ステム

四

国

観光地巡り総合情報システム 観光客へ の観光案 内システム

農業 及び農村 用の情報通 信システム 農協から農家への農業関係情報のFAX伝 送

○ 障害者安心 ネッ トワー クシステム 車椅子利用者の安全性確保 と利便 向上 のため のシ
ステム

九

州

地域農業 ・農村の情報 化 農協、 各農家が共 同利用 できるシステム

防災行政無線の高度化 行政情報等のFAX配 信 システム

コ ミュニ ティー情報案 内システム コ ミュニ ティー情報の提供

○ 車 両運 行管理 の情報 システム化 カー ナ ビゲーシ ョンシ ステム、MCAシ ステム等
を利用 した車両運行 管理 シ ステム

リゾー ト無線 システムの構築 ・運営 観光客 が、陸上 、海上 を問わずに利用可能 なシ ス
テム

○ マルチ メデ ィアの建 設 と地域振興 離 島振興 に適 したマ ルチ メデ ィアタワー

郵政省 資料 によ り作成

○印 は検 討中の テーマ、その他 は検 討が終 了 したテーマを示す。
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第2-1-5図 救 急車からの医療データ伝送システム

システムの概要:救 急車にデー タ伝送装置 を搭載 し、搬 送途上の
傷病 者の血圧 ・脈拍 ・体温 ・心電図等 の情 報を搬
送先 の医療機 関に伝送す ることによって、受 入れ
体制の円滑化や救命率の向上 を目指 す もの。

・病院検索 ・各種照会'耀
等脈瞥 聴 宅

,〆','τ,〆　 　 ユノ

,!"/〈 救 急車 〉

口
「 一
一7「

〈救急医療情報

セ ンター〉

多
(有線 回線)

〈消 防署〉

「誉潔廼1
蜘

(有線回線)
(有線 回線)

要
〈救急病院〉

君,多

く救急病院〉

実験の実施、実用化 方策 の検討が行 われてい る(第2-1-4表 参照)。

これ までには、 スキー指導用無線 システムや観光地情報 システム等が

導入 されている。現在、検討 中の事例 としては、 北海道 におけ る救急車

か らの医療 デー タ伝送 システム を挙げ ることが で きる。 これ は、救急車

に、デー タ伝送装置 を搭載 し、搬 送中における傷病者の血圧 ・体 温 ・心

電 図等 の情報 を医療機 関に伝送す るこ とによって、受け入れ体制 の円滑

化や救命率の 向上 を目指 す ものであ り、4年 度 に実験が行 われ、現在導

入方策が検討 されている(第2-1-5図 参 照)。

5年 度におけ る取組 としては、各地域での電波利用基盤整備や ニーズ

に関す る調査 を実施す る とともに、全 国的に普 及が望 まれ るシステムの

概念設計等の検討 を行 うこ ととしてい る。
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7電 気通信産業振興のための環境整備

(1)5年 度税制改正 について

電気通信分野 に関す る5年 度の税制改正 については、 まず、国税につ

いては特定 電気通信 設備 の特別償却制度が拡充 された。具体 的には、電

気通信システムの信頼1生の向上 を図るため 「電気通信 システム信頼性 向

上促進税制」が、 また、最近の周波数資源のひっ迫状況に対処す るため

の 「周波数逼迫対策税制」が講 じられ た。 さらに、電気通信分 野での製

品輸入を促進 し、経 済摩擦の緩和 に資す るため、第一種電気通信事業者

について製品輸入促進税制の適用 を認め るこ ととされた。

第2-1-6表5年 度情報通信分野における主な税制改正の概要

項 目 内 容

1電 気通信システム信頼性向上促進税制
の創設

「とう道」及び 「回線切替装置」
(特別償却率:20%)

2電 気通信システムの信頼性の向上に資

する施設に係る固定資産税の特例措置の
創設

「とう道」及び 「回線切替装置」
(課税標準:2/3取 得後5年 度分)

3周 波数逼迫対策税制の創設 「共同利用型デジタル式移動無線通信中継
装置」、「チャンネル自動選択型デジタル式
移動無線通信装置」、「デジタル式移動無線

局識別装置」、「衛星対応型車両情報通信装
置」

(特別償却率:20%)

4第 一種電気通信事業者の製品輸入促進
のための税制支援措置の創設

輸入増加率に応じ輸入増加額の最高5%の

税額控除、又は3年 以内に取得した機械 ・
装置につき最高20%の 割増償却

5そ の他

①KDDの 国際放送用資産に係る固定

資産税の特例措置
② 中小企業等基盤強化税制

③ 電線類地中化設備に係る特別償却制
度

④ 増加試験研究費税額控除制度
⑤ ハイテク税制

⑥ 中小企業技術基盤強化税制
⑦ 特定試験研究会社に対する出資特例
制度

⑧ 多極税制

2年 間延長(課 税標準:3/5→2/3)

2年 間延長
2年 間延長(特 別償却率:12%→10%)

2年 間延長
2年 間延長
2年 間延長

2年 間延長

2年 間延長
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また、地方税 については、電気通信 システムの信頼性の 向上に資す る

施 設につ いて 固定資産税 の特例措置が認め られた。

この ほか、KDDの 国際放送用資産 に係 る固定 資産税 の特例措置、中

小企業基盤強化税制、電線類地 中化設備 に係 る特別償却制度 の延長等が

行 われ てい る(第2-1-6表 参照)。

(2)5年 度 無利子 融資 につ いて

地方公共 団体 の出資または拠出に係 る法人(第3セ クター)が 行 う民

活法対象事業者等 に対 して行 われ る無利子融 資(Cタ イプ)に つ いては、

新たに、「電気通信基盤充実事 業」の対象 として、電気通信網 の信頼性向

上 を図 るため の 「信頼性向上施設整備事業」 が追加 された。 また、複数

の ケーブルテ レビ施設の一括遠隔監視 や施設設計等 を行 う 「ケー ブルテ

レビ施設高度化 ・効率化促進事業」がテ レ トピア指 定地域 内事業 の情報

処理 型及 び放 送型有線 テ レ ビジョン施 設整備 事業 の枠 内に認め られ た

(第2-1-7表 参照)。

(3)5年 度財政投 融資 につ いて

日本開発銀行 等の融資対象 として、障害者 等が健常者 と同等に情報通

信の利便性 を享受で きる環境 を整備す るため の 「情報通信利用機会均等

整備」 が新 たに認め られ たほか、「衛 星通信 ・衛星放送施設等整備」の融

資対象 として放送衛 星本体 を追加す るな どの制度拡 充が認 め られ た(第

2-1-8表 参照)。

また、通信 ・放送機構 においては、継続事 業 として、「人材研修事業」

「地方拠点都市地域の電気通信高度化促 進事業」、「特定研究 開発基盤施設

整備事 業」及び 「有線テレビジョン放送番組充実事 業」に対す る出資事

業 を行 うことになってい る。

(4)基 盤技術研究促進センターの出融資 につ いて

基盤技術研究促進 センター(以 下 「センター 」とい う。)は 、民間にお
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情 報通信分野におけるNTT-Cタ イ プ無利子融資制度の概要

項 目 対象地域 対象資金 ・融 資 比 率 等
融資期間(据置期間)
返済方法
適用金利

ビデオテックス施設劉解 僕

地域通信システム整備事業

テ(地 域総合ディジタル通信施

レ 設整備事業を含む)

ト 情報処理型及び放送型有線

ピ テレビジョン施設整備事業

ア 〔ケーブルテレピ施設高度

指 化・効率化促進事業を含む)
{
地域共同利用無線 ネ・・ト
ワーク施設整備事業

ハイビジョン施設整備事業

放送番組普及センター施設

整備事業

ふるサ'陸 ンター施誰 備事業

テレ トピ
ア指 定地

域 内に限
る

直接工事

費
ただし、

土地取得

費、土地

造成費及
び運営費

は除 く

「 区 分 「T一

融資比率 [融資期間]
15年 以内

[据置期間]
3年 以内

[返済方法]
据 置期 間後元本均

等分割 返済

[低利融資の適用金利]
既存融資制 度の%

(ただし、3.5%を 下

限 とす る)。

「首都 圏整備法に よ

る既成市街地、近畿

圏整備法に よる既

成都市区域、名古屋
市の旧市街地

「

25%以 内

疋
地

域

内

事
業

r

首都 圏整 備法に よ
る近郊整備地帯、近

畿圏整備 法に よる

近郊整備地域、中部

圏開発 整備法に よ
る都市整備区域(名

古屋市の 旧市街地

を除 く)
レ

「

37.5%

以 内

→

その他の地域 50%以 内

[一体的に整備される事業の要件]

①本体施設の整備計画の 中に
位置付け られ てい ること。

②機能が本体施設 と密接に関
連 し、空間的一体性 を有す
ること。

③ 本体 施設 の 整備 費の概 ね
70%以 下(同 一 建物 内 は概

ね100%以 下)の 規模 である

こと。

④本体施設 と同一の事業者 に

よ り整備 され るこ と。

民

活
法

施
設

整

備

事
業

テレコム・リサーチパー ク

テレコムプラザ(映像 ソ
フト交流促進施設整備事

業を含む)

マルチ・メディア・タワー

テレポー ト及び インテリ

ジェン トビ ルαB}整 備

事業

特定電気通信基盤施設及
びIB整 備事業

特に限定

はない

ハ イビジョン ・システム

地域整備事業

ハ イビジ

ョ ン ・ン

ティ指定

地域内に

限 る

通信 ・放送共 同開発事業 特に限定は ない

電気通信
基盤充実
事業

高度通信施設整
備事業

信頼性向上施設
整備事業

人材研修事業

特に限定
はない

地方拠点都市地域の電気
通信高度化促進事業

拠点法の
承認計画
に係る拠
点地域内
に限る

特定研究開発基盤施設整備事業
特 に 隈 定
は な い

有線テレビジョン放送番組充実事業
特 に 限 定
は な い

(注) 部分の項 目が平成5年 度 に追加 された もの。 詳細 は今 後検討 される。
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第2-1-8表 平成5年 度情報通信分野における財政投融資制度の概要

日本開発銀行一般枠

対 狭 事 業 金利及び融資比率
出

資

一

備 考
大項目 中項目 小項目

燗報処理 ・
通信振興

ユ 電気通僑基盤整備
U)第 一種電気通信事業用通信 システム
併設外国方式自動車システム
セル分劇方式自動卑 ンステム
無線呼出し 県域 内
〃 県域超

② 第二種電気通信事業用通信 システム
県域内
県城超
県域超 ・安信付き

〔3)放 送型CATVシ ステム
放送型CATV施 設
CATV番 組供給施設 通信衛星利用

〃 その他
{4}放 送事業の整備(テ レビジョン ・FMl
(5)多 重放送設備の整備
・文字放送
・ファクシ ミリ放送

16)コ ミュニテ ィ放送施設整備事業

特 利〔5)、40%
特 利 ⑤ 、50%

特利 〔5}、50%

特 利(4}、40%
特利 ⑤ 、40%

基 融、40%

特利 ㈲ 、40%
特利(5),40%

特 利〔4)、40%
特 利⑤ 、40%

特利(4)、40%
特 利(3)、4σ%

特利 〔4}、40%

特利 〔3)、35%
特 利 〔3)、40%

○

2電 気通信利用高度化促進
〔D電 気通信システム設計
② 衛星通偲 ・衛星放送施設等整備
・衛星通僧施設(ス タジオ設備 を含む)
・衛星放送施設(放 送衛星本体 を含む)
・衛星管制施設(民 間〉
・衛星放送受信 システム

(3}周 波数の有効利用促進
(4}都 市受侶障害解消の促進
うち電波吸収体SHF

㈲ 電気通儒安全対策整備促進
・データ通信バックア ソプセンター

特 利〔3}、40%

特 利(5}、40%
特 利(5}、40%

特 利 ⑤ 、40%

基準 、40%

特 利`4}、40%
特 利 〔3)、40%

特 利 〔4}、40%

特 利 〔4k40%

O

・電気通信安全管理 システム

うち簗中管理システム、暗号化システム

{ω 電波地下利用普及基盤施設の整備促進

r
特 利 〔3)、40%

特 利 〔4}、40%♂

特利㈲、40%

3放 送高度化基盤整備事業
ほ)ハ イビジヨン基盤整備
・ハ イビジヲン ・システム地域整備事業
・ハ イビジョン放送普及促進センター

② 放送番組普及促進センター施般整備事業

特 利(4)、40%
特 利 ㈲ 、40%

特 利〔4}、40%
O

4情 報処理 ・通僑システム化促進
〔Dい わゆるVAN及 び情報処理型CATV
いわゆるVAN県 域内
〃 県域超
"県 域超 ・安悟イ寸き

情報処理型CATV
② ビデォテソクス事業開運システム
131地 域振興憶報処理 ・通信システム(テ レ
トピア)
(ケーブルテレビ施設高度化 ・効率化促
進事業を含む)

叫 電磁環境整備促進
(電磁環境対策促進を含む}
㈲OSI対 策情報処理 ・通信システム

基 鞄.40%

特 利〔3}、40%
特 別⑤ 、40%

特 利〔3}、40%

特 利{3)、30%

特 利〔4}、40%

特 利{3)、40%

特 別(4}、40%

5通 偲 ・放送共同開発事業
○ 出資のみ

情 報 ・通 悟 基 盤 整 備
情報処理 ・
通信振興

6情 報通悟利用機会均等整備
・障害者等に配意したシステムの新設に係 る

もの
・その他のもの

.特利(4)、40%

特 利 〔3}、40%

生活 ・都市
基 盤 整 備

都 市 開 発
都市機能 ・
産業基盤総
合 整 備

7地 域高度惚報通信基盤整備
α}電 気通信研究開発促進施設整備邸業
(テ レコム ・リサーチパー ク)
12}璽 気通儒高度化基盤施設整備事叢
(丁 レコムプラザ}
(映像 ソフ ト交流促進施設整備事業 を含む〉
〔3}多 目白り電波不1」用基盤施設整{脂事業
{マルチ ・メディア ・タワー)
働 テレポー ト及びこれ と一体的に設置され
るインテリジェン トビル整備事業

陶 特定電気通信基盤施設及びこれと一体的
に設置されるインテリジェントピル整備
事業

特 利 ㈲ 、50%

特 利(51、50%

特利 〔5)、50%

特利 ㈲ 、50%

勝 利⑤ 、50%

一

○

○

○

○

○
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1 8一 極集中是正関運 特 利{3)、50%

産 業 枝 術 娠 興 新技術開発 9産 業技術振興(新 技術開発) 特 利〔5)、50%

国際化 ・産 業構達 調整
省力化設備
投資促進

10省 力化設備投資促進
・労側時問短縮計画を有する者

その他の事業者
特 利〔4).50%

特 利②.50%

EI本 輸 出 入銀 行 〔輸 入 ・投 資)
(製品輸入}
(一般投資)

11電 気通信分野の国際協調の惟進
〔D通 信衛星 ・放送衛星の愉入促進
② 通信機器の輸入促進
③ 国際電気通侶事業者の海底ケープル敷設
等海外事業の促進

待利{51-0.47%、70%

特称5}-0.37%、70%

特利〔5レD,3%,60%

(注)1.対 象 事 業毎 の 財 政投 融 資機 関

1～IIOは 、 日本 開発 銀 行 、北 海 道東 北 開発 公 庫 、沖 縄 振興 開 発 金融 公 庫。 ユ1

は 、 日本 輸 出入 銀 行。

2.部 分 は、 平 成5年 度 に新 設 ・拡 充 され た もの 、 下 線部分 は制 度 適用 期

限(平 成4年 度 末)の 撤 廃 が 認 め られ た もので あ る。

いて行 われ る電気通信及び鉱工業 に係 る基盤技術に関す る試験研究 を促

進す るための機 関である。セ ンターは、産業投資特 別会 計か ら出融資 さ

れる資金 を原資 として、民間が行 う試験研 究に必要な資金を供給す るた

めの出融 資事業 を行 うほか、国立試験研 究機関 と民間 とが行 う共同研究

のあ っせん、海外か らの研 究者の招へ い等の事業 を行 っている。

4年 度 において、新 たにセン ターの出融資対象 として採択 された案件

は、出資関係 が5件(4年 度出資額3.0億 円)、 融資関係が22件(4年 度

融資額5.0億 円)と なってい る。 この うち、電 気通信関係 の出資案件は、

「高度音声翻訳通信技術の基礎研究」、「映像 メディア統合伝送処理 システ

ムの研究開発」の2件(4年 度 出資額1.6億 円、 第2-1-9表 参照)、

融資案件 は11件(4年 度融資額2.6億 円、第2-1-10表 参照)と なって

いる。

また、5年 度 のセンター予算においては、産業投資特別会計か らの資

金等(出 資215億 円、融資45億 円、 自己資金20億 円)を 原資 として、215

億円の出資事業 、65億 円の融資事業 を行 うこ ととしている。

(5)新 しい通信 ・放送サー ビスの振興

情報通信に対す るニー ズが、高度化 ・多様化す る一方、通信 ・放送分

野の新規サー ビスの展開 に当たっては、企業化 リスクが 障害になってい
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第2-1-9表 基 盤技術研究促進セ ンターの4年 度新規出資案件

(電 気通信関係)

テ ー マ 名 会 社 名 概 要

高度音声翻訳通信技術の基

礎研究

㈱ エ イ ・テ イ・アー

ル 音声 翻 訳 通 信研

究 所

自然な話 し言葉の音声翻訳通信を実現

することを目的とした、自然音声処理技

術及び自然対話翻訳技術の研究開発

映像メディア統合伝送処理

システムの研究開発

㈱ グ ラ フ ィ ッ ク

ス ・コ ミュ ニ ケ ー

シ ョ ン ・ラ ボ ラ ト

リー ズ

放送、通信、蓄積メディアで各々個別

に表現されている映像情報 を相互利用

し、効率的に伝達 ・蓄積を行うためのメ

ディア間変換方式、高解像度映像HDT

V品 質符号化方式及び映像メディア統合

化伝送処理システムの研究開発

基盤技術研究促進センター資料により作成

第2-1一 冊表 基盤技術研究促進センターの4年 度新規融資案件(電 気通信関係)

テ マ 名

(通信処理…1件)

02次 元 コー ドの認識 ・データ伝送技術に関する試験研究

(ネットワーク…2件 〉

○広帯域通信用交換機の要素技術の試験研究

○無線 ・有線複合高速LANシ ステムの試験研究

(無線通信…4件)

○ ゾーン構成可変用ビームチル ト遠隔制御アンテナシステムの試験研究

OGPSに よる移動体用高精度測位技術の試験研究

○車間計測 ・車間交信の複合化技術の試験研究

○伝送路環境に対応した効率的伝送のためのデータ伝送変復調技術の試験研究

(画像 ・伝送…4件)

○光海底ケープル調査 ・保守支援技術の試験研究

○放送用高品質画像処理技術の試験研究

OHDTV用 薄型広視野角大面積高精細フルカラーディスプレイシステムの試験研究

○次世代光ファイバ通信用超高速光 ・電気信号処理システムの試験研究

計11件

基盤技術研究促進センター資料により作成

る。 このため 、情報流通 の円滑化 を促進 し、均衡の取れ た情報化の推進

を図 る目的で、2年 に 「特定通信 ・放送 開発事業実施円滑化法」が制定

され・事 業者 の活動に対 し・積極的な支援 が行 われ ている。支援 対象事
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業 としてはPCM音 声放送等の新 しいサー ビスの開発や既 存サー ビスの

改善 を目的 とした通信 ・放 送新規事業、都 市型ケー ブル テレビ等の地域

におけ る電気通信 の高度化 のため の地域通信 ・放送開発事業、高度な電

気通信技術 の企 業化や 電気通信事 業の開拓及 び施 設の整備 等 を行 う通

信 ・放送共同開発事業の三事業が ある。

支援措置 としては、通信 ・放送機構 を通 じた債務保証、利子補給、出

資による金融支援及び情報提供面におけ る支援、 また、新株 引受権付社

債 の発行特例、基金に係 る負担金の損金算入の特例、無利子融 資及び 日

本開発銀行か らの出資及び無利子融資等が講 じられている。

8宇 宙通信政策の展開

我が国の宇宙通信 は、本格的な実用化の時代 を迎 えてい る。 しか し、

通信衛星 と放 送衛星 の差異の縮小、非 インテルサ ッ ト系の通信衛星の増

大等による市場の多様化 と競争の激化、ア ジアサ ッ ト等に よる国際的 な

テ レビ番組配信 の開始等の国境 を越 えた放送サー ビスの提供、そ して、

静止衛星軌道及 び周波数の逼迫 等の新 たな状況が発生 している。 この よ

うに今後、衛星利用の国際化が一層進展する一方、我が国にお いて も、

通信 ・放送衛星 の利用及び規律 の在 り方につ いて総合的な観点か ら検討

し、長期 的 ・総合的 な政 策の確立が必要 になってい る。

この ような問題意識の もと、4年9月 か ら、宇宙通信政策懇談会が開催 さ

れた。具体的 には、国際衛星通信及び衛星放送の動向、周波数 及び静止

衛星軌道の利用動向、通信衛星及び放送衛星 によるサー ビスの需要動 向、

通信衛星及び放 送衛星 に関係す る技術 の動向、並 びに通信衛星 及び放送

衛星に よるサー ビスの将来像 について調査 を行 い、現在の宇宙通信に係

る問題点の把握 とその解決方策につ いての検討が総合的 な見地か ら行わ

れている。
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第2節 電気通信の健全な発展

1電 気通信事業政策の着実 な推進

(1)NTTの 在 り方 に関 する政府措置の推進

ア 経緯

第2次 臨時行政調査会 は、第3次 答 申(昭 和57年7月30日)の 中で、

電電公社 につ いて、 中央会社 と複数の地方会社 に再 編成す ることを提言

したが、昭和60年4月 の電気通信制度の改革に際 しては、電電公社は1

社体制の まま民営化す るこ ととされ、 日本電信 電話株式会社 法附則第2

条に見直 し規定 を設 け、NTTの 在 り方については5年 以内に再検討す

るこ ととされた。

この規定 を受け、昭和63年3月 、郵政大臣は、NTTの 在 り方につい

て電気通信審議会 に諮問 を行 い、2年 間 にわた る審議 を経て、2年3月

2日 、 日本電信電話株式会社法附 則第2条 に基づ き講ず るべ き措置、方

策の在 り方につ いて答 申を受 けた。

政府は、NTTの 在 り方につ いて検討 を加 えた結 果、公正有効競争条

件 の整備、NTTの 経営の向上等 を図る とい う電気通信審議会の答申の

精神 を生か し、同年3月30日 、「日本電信電話株式会社 法附則第2条 に基

づ き講ず る措置」(い わゆる 「政府措置」)を 決定 した。

政府措 置は、公正有効競争 を促 進す るため、NTTに ついて長距離通

信事 業部、地域別事 業部制 の導入 ・徹底、移動体 通信業務 の分 離、デジ

タル化 の推進等の措 置を講ず ること、NTTの 経営 の向上等のため合理

化の推進 等の措置 を講ず るこ と、 これ らの措置の結果 を踏 まえ、NTT

の在 り方につ いて7年 度 に検討 を行 い、結論 を得 るこ と等 を内容 として

いる。
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イ 推進状況

郵政省は、「日本電信電話株式会社法附則第2条 に基づ き講ず る措置の

推進状況」について、3年4月(2年 度分)、4年5月(3年 度分)に と

りまとめ、広 く国民 ・利用者への周知に努 め るとともに、4年 度 におい

ては以下の とお り、各措置の具体 的推進 を図って きた(第2-2-1表

参照)。

(ア)事 業部制の導入 ・徹底等

2年9月 の 「長距離通信事業部、地域別事業部制の導入 ・徹底、収 支

状況の開示に関する基本的考 え方」に基づ き、3年4月 に 「業務 の区分 」

等 を、4年2月 には 「資産 ・負債等の区分 及び収支分計の基準等」 を発

表、4年4月 か ら、事業部制の導 入 ・徹底等が実施 され た。

事業部制の導入 ・徹底等の概要 は次の とお りである。

① 新 たに、長距離通信事業部 と地域別の複数(11)の 地域通信事業部

等 を設置す る。

② 長距離通信事業部 は概 ね県間通信、地域通信事業部は概 ね県 内通信

を業務範囲 とす る。

③ 資産 ・負債等の区分及び収支分計 は、公正有効競争条件の確保等に

配意 した基準によ り実施す る。

④ 地域通信事業部 との接続条件、取引条件等は長距離通信事業部 と長

距離系新事 業者 との間 で原則 として同一 とす る。

⑤ 事業部制 の収支状況は、5年6月 の決算時に開示す る。

(イ)移 動体通信業務の分離

4年4月 、移 動体通信業務 の分 離に係 る移動体新会社 の概要等につい

て公表 され、4年7月 、NTTの 移動体通信業務 を分離、新会社が営業

を開始 した。

新会社 の概要 は次の とお りであ る。
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第2-2-1表 NTTの 在 り方に関す る政府措置の推進状況の概要

(5.4陰1葦 見在〉
政府措置の項目 推 進 状 況

公

正

有

効

競

争

の

促

進

事業部制の徹底
等

02年9月 事業部制の導入 ・徹底等の基本的考え方を決定
04年2月 資産 ・負債等の区分及び収支分計の基準を決定
04年4月 事業部制の導入 ・徹底等を実施

接続の円滑化

一

〇3年3月NTTが 、POI設 置に伴 う空管路情 報等 の提供 、ID化 計画 の開示等 の措置 を発表

04年12月ID化 率92.8%

ネ ッ トワー クの
オー プ ン性 の確
保

一

〇3年7月NTTと 二種 事業 者 との間 で 「オー プ ン ・ネ ッ トワー ク協 議会 」 を設 立
04年3月NTTが 、二 種事 業者 に対す る網機 能 ・網 情報 の提 供計 画 を策定 し、発表
05年3月NTTが 、上 記計 画 を見直 し、発表

内部相互補助の
防止

一

〇2年3月 会計規則を改正(電 話役務損益明細表の作成を義務付け)
03年3月 会計規則を改正(デ ジタルデータ伝送役務等の細 目別収支作成)(4年 度分

から公表)
04年6月NTTが 、3年 度 「電話役務損益明細表」を発表

情報流用の防止
一

〇3年3月NTTが 、社内体制の整備、情報利用の適正化に関す る社内規定の整備等の
措置を発表

04年4月NTTが 、上記措置の実施状況を報告

情報の積極的開
示

02年5月 報告規則を改正(単 位料金区域MA間 の トラピック情報を開示)
03年3月NTTが.技 術情報の開示範囲の明確化等の措置を発表
04年6月NTTが 、報告規則に基づ き3年 度分を報告

研究開発成果の普
及

03年3月NTTが 、研究開発成果の普及手続の明確化等の措置を発表

移動体通信業務 03年2月 分離の基本的枠組みを発表r
O4年4月 移動体新会社の概要 を発表
04年7月NTTか ら移動体通信業務 を分離し、移動体新会杜(エ ヌ・ティ ・ティ移

動通信網㈱)が 営業開始

端末機器販売業
務

02年7月NTTが 、地域端末機器部門を一般電気通信業務部門から組織的に峻別する
ため組織改正 を実施

衛星通信業務 04年7月 衛星 通信 サー ビ スについ て3年 度の収 支状 況 を発 表

デ ジ タル化 の前
倒 し

02年12月NTTが 、「中長期 デジ タル化計 画」 の前倒 し実 施 を発 表(9年 度末完 了)
05年2月NTTが 、今 後のデ ジタル化促 進への 取 り組み にっ いて方 針 を発 表

番号計画の在 り
方

03年5月 「21世紀に向けた電気通信の番号に関する研究会」が報告書を提出(優 先
接続制度等を検討)

単位料金区域の
設定の在 り方

04年6月 「近距離通話り在 り方に関する調査研究会」が報告書を提出(MAの 在 り
方等について検討)

電気通信事業者
用割引料金の導
入

02年12月
業灘 詫警 叢 に対 し・'ス トベースの割引料率 を齪 することにより・

03年1月 特二事 業者 に対 し、ISDNサ ー ビ スの接 続 及び通信 料軽 減 を内容 とす る
約 款外役 務 を提 供

N
T
T
の
経
営
の
向上

等

合理化の推進 05年2月NTTが 、 合理化 計画 を発表(8年 度末20万 人体制実 現 を 目標)

保守部門 ○嚇 マ津 蘇 僻 鯨 の纏 僻 膜 施中(僻 拠点:47・箇所(元 年度末)→35・

株主への利益還
元

○各年度10%配 当認可(元 年度決算では2%の 記念増配)

規制の在り方 02年6月7リ ー ダ 孟ヤ ルに大 口割 引制度 を導入

§舞懸 雛 難1灘鰭騒繍
研究開発の推進 03年6月

。難 瓢1羅 鰯 纏 捲潮 雛 野 ・・す・・本旗 …'
04年5月 郵政省が、情報通信技術に関する研究開発指針を発表

庵気通信の安全 ・信
頼性の向上

03年7月 専用線の伝送品質に関する告示改正
○掩 ㌦ 著離 灘 蓬護 紹 蘇 憂 弩讐髪騙 汐研難 が中・結 骸 ・事

04年9月 ㈹電気通信事業者協会が安全 ・信頼性協議会を設置
05年2月
時憲齢 型鱗 警 麦簾 婆亨1犠難 舶 ため「電矧 言・盤艘 ・
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① 商号 エ ヌ ・テ ィ ・ティ移 動通信網株式会社

② 業務範囲

・自動車電話、携帯 電話 、船舶 電話 及び航空機電話

・無線呼 出 し

③ 資本金150億 円

④ 社員数1,800人(営 業開始時)

⑤ 新会社 の営業開始 後1年 程度 を目途 に、地域別運営 に移行(地 域別

は、全 国9ブ ロ ック)。

⑥ 中央会社の上場時に株主還元策 を実施。

(ウ)合 理化計画

NTTは 、5年2月 、合理化計画 を発 表 した。計画の概要 は、次の と

お りであ る。

① 中期経営計画(2年3月)の23万 人体制 を1年 前倒 しし5年 度末に

達成。

②8年 度末 までに20万 人体制 とす ることを目標。

(2)移 動機 売 り切 り制度の導 入につ いて

昭和60年 、電気通信 自由化の際 、本電話機の利用者所有(売 り切 り)

がで きるよ う制度改革が行われたが、自動車 ・携帯電話の移動機 につい

ては現在 まで電気通信事 業者に よる レンタルのみで、売 り切 りは実施 さ

れていない。

しか し、近年 の電気通信 技術 の著 しい進歩に伴 い、移動機 の技術が安

定化 し、 また、低廉かつ 多彩な ものが 出現 しつ つあ り、移動機 の分野に

も競争原理 を導入 しうる環境がで きつつ ある。

移動機 の売 り切 り制度が導入 されれば、 自動 車電話サー ビスの月額基

本料 等が低 廉化 した り、競 争に よ る移動 機の低価格化 や小型化 等の 多

様化が一 層促進 され るな ど、利用者に大 きなメ リッ トを もた らす こ とが
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期待で きる。

一方、移動機の売 り切 り制度が導入 され るこ とに よ り、移動機 の不正

使用等 の問題 が生 じるおそれが ある。

このよ うな諸課題 を解決 し自動車 ・携帯電話機 等 を利用者が所有 でき
ノ

るようにす る方策について検討す るため、郵政 省は、4年9月 か ら 「移

動機の在 り方に関す る調査研究会」 を開催 し検討 を行 って きたが、同年

12月 報告書が まとめ られ た。

報告書 では、売 り切 りの効果 を多 くの国民が享受 で きるよ うにす ると

ともに、 自由競争 による市場の活性化 を図 るため には、 アナ ログ方式、

デジタル方式 を含め全機種 につ いて販売主体 を限定 しない完全 売 り切 り

制度 とす ることが望 ま しい としてい る。

さ らに、売 り切 り制度の実施 時期 につ いて は、所要の準備期 間 を考慮

し、各種 の 自動車電話 システムが出そろ う6年4月 が妥当であ るとして

いる。

郵政省 では、基本的 に本調査研 究会 の結論 に沿 ったかた ちで売 り切 り

制度 を実施で きるよ う、5年3月 か ら 「自動車 ・携帯 電話料金 に関す る

調査研 究会」 を開催す るな ど、所要の準備作 業に取 り組 んでい るところ

である。

(3)近 距離通 話の在 り方 について

我が 国の国内電話サー ビスについて、単位 料金区域(MA)の 在 り方

及びそれ に関連 して派生す る電話料金の様々 な課題 の改善 方策 を検討す

るため・郵政省は3年5月 か ら 「近距離通話の在 り方に関す る調査研究

会」を開催 し、検討 を進めて きたが、4年6月 報告書が とりまとめ られ

た。

報告書の概要 は、以下の とお りであ る。

① 大都 市周辺 を中心 に、社会 経済圏、通勤 圏の拡大 等 を背景 に通 話
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圏 としての機能が低下 しているMAが 生 じて きてお り、基本的にはM

Aを 拡 大 してい く方向が望 ましい。

② 長距離料金 の引下げ を中心に全般的な低廉化に務め、遠近格差 の縮

小 を図 ってい く必要があ る。

③MAの 境界域で発生 する、いわゆる近 々格差は、解消す ることが望

ま しい。

④ 距離区分については、距離 と費用の関係 の希 薄化、利用者の分か り

やす さ等の観点か ら、簡素統合化 を図ってい く方向が望 ましい。

⑤ 基本料の級局区分 につ いては、廃止の方向 で検討 してい くこ とが望

ま しい。

⑥ 施設 設置負担金 につ いては、一定期 間で月々分割払 いできる制度 を

創設 し、利用者の支払 い方法の多様化 を図 ることが望 ましい。

⑦ 公衆電話については、加入電話 と同一の費用構造にないこ とか ら、

一般 の加入電話 と全 く同一の料金制度 とす る必要 はない
。

⑧ 料金の多様化 につ いては、利用者に とっての分か りや すさとのバ ラ

ンス等 に留意 しつつ、積極 的に拡充 してい くこ とが望 ましい。

近距離通話はNTTの 事実上 の独 占領域であ るこ と、 また、 その利用

量の多さ という点か らも、その在 り方は国民生活、社会経 済活動に大 き

な影響 を与 えるもの であ ることか ら、本報告 を一つの素材 として、今後

とも長期的かつ多角的 な観点か ら検討 をさらに深めてい くこ ととしてい

る。

(4)施 設整備事業(電 気通信基盤充実事業)の 推進

3年 か ら 「電気通信基盤充実臨時措置法」 によ り、光 ファイバーや超

高速デ ジタル伝送装置等の電気通信 の利便性 を飛躍 的に高め る施設(新

世代通信網)の 整備 を図 るための施設整備事業が推進 されている。

4年12月 現在、11社 の事業が施設整備事業 として認定 され、税制優遇
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措置 としての特別償却、固定 資産税 の特例措置、 日本開発銀行等か らの

低 利融資等の支援措置が実施 され ている。

(5)電 気通信 システムの安全 ・信頼性の確保

社会経済活動は、信頼性 の高い電気通信サー ビス を前提 として進展 し

てお り、 これが ます ます高度化 し、電気通信への依 存度が高 まって きて

い るので、災害等に よ り電気通信 に障害が発生 した場 合の影響 は計 り知

れない もの とな り、 よ り高 い信頼性 を確保す るこ とが必要 とな る。

このため、電気通信 の信頼i生の 向上 を促進 し、 もって利用者 の利益 を

保護 し、高度情報社 会の健全 な発展 に資す るこ とを目的に、税制優遇措

置、無利子融資 ・低 利融 資、債務保証に よって、電気通信 システムの信

頼性 の向上 を図 るための施 設 ・設備 を取得 しよう とす る者に対 し支援 を

行 う施策 を推進す ることとしている。

2電 波利用の促 進

(1)電 波利用料制度 の創設

ア 電 波利用の現状 と電 波利用料制度 の創 設

近年の技術革新の進展に伴い、我が国の電波利用は、移動体通信 を中

心 に拡大の一途 をたどってお り、4年12月 末現在、無線局数 は、821万 局

に達 してい る。

これに伴い、

① 急増す る不 法無線局へ の対応

② 電波行政事務の増大に よる免許 申請処理等 の遅滞へ の対応

は、電波行政 に課 され た緊急の課題 となってい る。

これ らの課題 を解決す るため の諸施策に要す る費用につ いては、 その

直接 の受益者た る免許 人に負担 させ るこ とが費用負担の公平 の観点か ら

適 当であ ることか ら、「電波法の一部 を改正す る法律 」(4年6月 公布)
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によ り、5年4月 か ら電波利用料制度が創設された ものである。

電波利用料は、無線局 の免許 を受け た者か ら徴収 され(国 並 びに地方

公共団体 が開設す る消防及び水防の用に供す る無線局については適用除

外。地方公共団体 の開設す る防災の用に供す る無線局については、電波

利用料 を軽減す る。)、以下の事務 の処理 に要す る費用に充て るこ ととさ

れている。

① 電波の監視 及び規正並 びに不法無線局 の探査

② 総合 無線局管理 フ ァイルの作成 ・管理

イ 電 波利用料 を財源 とする施策

(ア)電 波監視施設等 の整備

不法無線局の迅速な探査 のためには、 きめ細かに配置 された電波監視

施設をネ ッ トワー クで結 ぶこ とに よ り、 電波監視体制 の一層の整備 を図

るこ とが必要 である。電波監視施設は、今後移動通信 の導入が進 む3G

Hzま で探知周波数 を拡大す る とともに、不法無線局の位 置 を特定で き

る設備 を地方中枢都 市 までを念頭に5年 度か ら9年 間で計画的に整備 す

るこ ととしてい る。

また、上記の設備 の整備が遅れ る地域 等に、超 短波帯以上の電波 を固

定監視 で きる設備 を段階的 に整備 するこ ととしている。

(イ)総 合無線局監理 システムの構築

無線局 の急増に対処す るため、無線局 の周波数、空 中線電力等の諸 元

をデー タベース化 し、大型 コンピュー タを活用 して無線局 監理事務の効

率化 を図 るシス テムを構築す ることとしている。

当該 システムの導 入によ り、周波数、空中線電力、検査結果等の無線

局に関す る諸元が一 元的に管理 され、 これ らの検索、照合、帳票作成等

が迅速化す るとともに、事務処理 を電算化す るこ とに よ り、無線局監理

事務 の効率化が図 られ、 また、この結果 として審査事務等の迅速化が図
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られ る。

(2)周 波数資源の開発

ア 未利用周波数帯の開発

現在使用 され ていない周波数の高い電波、例 えば ミリ波(30GHz～300

GHz)は これ まで使 用 されて いる周波数 の約10倍 と広 い帯域 を有 してい

る。この ため、将来の有望 な周波数資源 として研究開発が行 われて いる。

ミリ波の特質 を生か して、近 い将来、実用化が期待 され る もの としては、

高速無線LAN、IDカ ー ド、 ワイヤ レスカ メラ、 自動車衝突防止 レー

ダ等が挙 げ られ る。

また、光領域周波数帯 も、 その特徴 を生か して宇宙通信分 野等の無線

通信分 野に利用 してい く技術開発が行 われ てい る。

イ 既利用周波数帯の再開発

近年 の移動通信需要 の伸 びは著 し く、将来の需要に対 して、現 在割 り

当て られている周波数 だけでは対応で きないこ とが予想 されてい る。

このため、地上固定通信、衛星通信等 に使用 されて いるマ イクロ波帯

(3GHz～10GHz)を 移動通信に利用可能 とす るための研究開発 を行 って

い く必要が あ り、4年10月 か ら郵政省 にお いて開催 してい る 「電 波資源

開発利用 に関す る調査研究会」において、マ イ クロ波帯移 動通信 の技術

的課題 の抽 出 及び システム のイ メー ジ等 につ いて検 討 を進め て いるほ

か、通信総合研 究所 では5年 度 よりマ イ クロ波帯移動通信 システム を実

現 す るための研究開発 を開始す るこ ととしてい る。

ウ 周波数有効利用技術の開発

既 に利用 されている周波数 を、 同 じ利用分野で従 来以上 に高度 利用 を

図 る周波数有効利用 技術 としてイ ンテ リジェン ト電波利用技術が注 目さ

れている。

インテ リジェ ン ト電波利用技術 とは、電波伝 播特1生や 利用状況 等の環



第2節 電気通信の健全な発展 一199一

境に応 じて、無線局が使用す る周波数 、電力、周波数帯域幅等 を時間的

に動的(ダ イナ ミック)に 変化 させ 、電波利用の効率的、質的向上 を目

指す技術であ り、3年10月 よ り 「インテ リジェン ト電波利用に関す る調

査研究会」において研究開発が進め られている。

この他、単一周波数 中継方式、FM同 期放送技術等の研究開発を行 う

こととしている。

工 周波数ひっ迫対策税 制の創設

本税制 は、無線局 の急増に伴 い周波数のひっ迫状 況が ます ます深刻化

していることか ら、電波 を高密度 に利用で きる機器 に税制支援措置 を講

ずることによって、その普及促進 を図 り、周波数のひっ迫に対処す るこ

とを目的 として5年 度税制改正 によ り措置 されることとなった税制であ

る。

対象品 目は、①デ ジタルMCA装 置、②デジ タルAVM装 置、③衛星

対応型車両情報通信装 置の3品 目で、5年 度及び6年 度の2年 間におい

て、これ らの設備 を購入等 した者に対 し、初年度20%の 特別償却が認め

れ る。

オ 周 波数資源の開発に関 する国際共同研 究の推進

電波の利用 は我が国のみな らず世 界的 に急速に拡大 してお り、先進国

を中心に周波数 資源が ひっ迫 しつつ あ る との基本 的認 識が広 まって い

る。

このような中、我が国は国際協調 と研究の効率化 の点か ら、4年9月

米国 との間で ミリ波帯の研 究開発 を協力 して推進 してい くことに基本的

な合意 をした ところであ り、通信総合研 究所 と米国商務省電気通信情報

庁通信科学研究 所 との間で情報交換、研 究者交流等 を行いつつ効果的に

研究 を進め、 その成果 を交換す るこ ととしている。
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(3)移 動体通信の 普及促進

ア デジ タル方式MCA陸 上移動通信 システム

自営用陸上移動通信 に対す る需要の急速 な増加 に伴 い、

① 良質で豊 富な機能 の提供が可能で

② 周波数 の利 用効率が高 く

③ 通信の秘 匿性が 向上す る

デジタル方式 に よるMCA陸 上移動通信 システムの導入のための技術的

条件等について、4年6月 、電気通信技術 審議会 か ら答 申が なされ た(3

年9月 諮問)。

郵政省では、本答 申を受け、5年3月 関係省令 の改正 を行 った ところ

である。

イ 簡易型 携帯電話 システムの実用化 に向けて

簡易型携帯電話 システム とは、現在 屋内のみで使 用 されている コー ド

レス電話 を駅や 市街 地等屋 外 で も使 用 で きるよ うにす るシステムであ

り、2年5月 以来、電気通信技術審議会 において、技術的条件について

検討が行 われ てお り、4年6月 、簡易型携帯電話 システムの屋 内基地局

用無線設備及 び移動局用無線設備 に関す る技術 的条件 につ いての一部答

申が行われた。

簡易型携帯電話 システム を活用 した事業は、発信機能 だけの ご く簡単

な ものか ら他 の付加機能 をもつ本格的 な もの まで幅広いサー ビス ・事業

態様が考え られてお り、それに応 じて既存の 自動車 ・携帯 電話事 業や将

来 のマ イクロセル移動通信 システム との関係について も様 々な見方が な

されている。

そこで、郵 政省では、4年10月 か ら「簡易型携帯電話 システム研 究会」

を開催 し、簡易 型携帯電話 システムを活用 した事業 のサー ビスィ メー ジ

や メデ ィアとしての位置づ けの整理、将来のパー ソナル通 信に関す るビ
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ジョンの明確化等、簡易型携帯電話 システムについての取組方策 につい

て検討 を進めている。

ウ マイク ロセル移動通信 システム

マイ クロセル移動通信 システムは、周波数の利用効率 を極度に高め る

とともに移動機 の小型 ・軽量化 を可能 とす るため、 ゾー ン半径50～100m

程度のマ イクロセルや さらに小 さなピコセルに よ りサー ビスエ リアを構

成 し、自動車電 話、携帯電話、 コー ドレス電話、無線呼出 し等 のサー ビ

スを発展融合 し、究極のパー ソナル通信 を実現す るための第3世 代の移

動体通信 システムであ り、国際的 に も、無線通信部 門において21世 紀 の

実用化 を目指 し、将来の公衆陸上移 動通信 システム(FPLMTS'

FuturePublicLandMobileTelecommunicationSystems)と して標

準化作業 中であ る。

郵政省 では、3年4月 か ら 「マイ クロセル移動通信 システムに関する

調査研究会」 を開催 し、マ イクロセル方式の将来の移動通信 システムに

つ いて検討 を進め て きたが、4年10月 報告書が とりまとめ られた。

報告書の概要 は、以下の とお りである。

① 無線通信部門の勧告化の作業 及び欧米の動 向を踏 まえる と、今後、

我が国にお いて も、マ イ クロセル移動通信システムの ような第3世 代

の移動体通信 システムに関す る技術開発及び標準化 を推進す るこ とが

必要。

② その推進に当たっては、特 に、国際的に整合の取れた標準 化 を図 る

ためにETSI(欧 州電気通信標準化機構)やTIA(米 国電気通信

工業会)等 と 日本の標準化機 関 との相互協 力関係の樹立が重要。

③ 研究開発に 当たっては、利用 周波数帯の選定、高能率 な音声符号化

方式の 開発、無線 インタフェー スの共通化 、効率的 な無線 回線制御の

開発、移動機の高度化が特に重要。
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工 陸上移動衛星 データ通信 システムの実用化

陸上移動衛 星デー タ通信 システムは、広範囲の地域 を移動す る長距離

トラック等に運行 管理(位 置情報、積載情報、発着時刻等)に 有効 な、

衛星 を用いたデー タ通信 システムである。 この ような システムは、既に

欧米 では実用化 されてお り、我が国において もその実用化が期待 されて

いた ものであ る。

このため、郵政省 では、衛 星通信用 のKuバ ン ド(14/12GHz)中 継

器 を利 用 し双方 向の デー タ伝 送専用 の移 動体 通信 を行 う陸上移動衛星

デー タ通信 システムを実用化す ることとし、4年9月 、関係郵政省令の

改正 に よ り必要 な無線設備 の技術基準等 を定め た ところで ある。

(4)そ の他の電波利用システムの普及促進

ア 都市向 け高度 防災同報無線 システムの開発

現在 、全国の約半数の市町 村では、住民へ災害情報等 を伝達す る手段

として、防災同報無線 システム を整備、活用 してい る。同 システムは、

主 として屋外 スピー カー等 を通 じて音声 によ り災害情 報等 を住民 に伝達

す るものであ り、 この スピーカーか らはか な り大 きな拡声 音が流れる。

このため、特に都 市部 において は、 スピー カー近隣 の住民か ら騒音苦情

等が寄せ られ るなど、実質的に利用が減 ってい るのが現状 である。

このため、郵 政省では、新た に 「サ イレン ト同報無線 システム」 とし

て、デー タ伝送、映像伝送 を中心 とした より利用 しやす い防災無線 シス

テム を開発す ることとし、4年7月 か ら 「都市 におけ る高度防災同報無

線 システムに関す る調査研究会」 を開催 し、5年 度末 を目途に調査研究

を進め ている ところである。

イ 無線LAINシ ステ ムの技術基準等 の整備

近年 のパ ソコン・OA機 器等の各種情報処理端末機器 の出現 に伴 い、

オフィスや工場等におけるこれ ら情報処理端末機器相互 を結 んだLAN
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(ロー カル ・エ リア ・ネ ッ トワー ク)の 構築の機能性や柔軟性 を持 たせ る

ため、従来の有 線か ら電波を利用す る無線LANシ ステムの早期実現が

求め られてい る。

このため、郵 政省では、4年12月 関係郵政 省令 の改正 に より、2.45GHz

帯の周波数 を利 用 した中速無線LANシ ステム及 び19GHz帯 の周波数

を利用 した高速無線LANシ ステムの技術基準 等 を定 めた ところであ

る。

なお、今後 ミリ波等の周波数 を利用す る無線LANシ ステムについて

引き続 き実用化 のための検討 を進めてい くこととしている。

ウ 規制緩和 の推進

郵政省 は、無線局免許 申請手続、定期検査及び無線局の運用に関する

規律の緩和並 びに技術基準適合証 明制度 の拡大 を図るため、4年12月 関

係郵政省令の改正 を行 った。主な改正 の内容は、次 の とお りである。

① 無線設備 の工事設計の変更につ いて、許可 を必要 とせずに変更 でき

る範囲 を拡大。

② 変更検査 を要 しない無線設備 の変更の工事の対象を拡大。

③ 一定の無線局 につ いて、無線業務 日誌に記載 しなければ ならない事

項を簡略化。

④ 放送局以外の無線局の抄録 を廃止 し、放送局の抄録 に記載 しなけれ

ばならない事項 を簡略化。

⑤ 無線局の免許 申請書に添付す る工事 設計書の記載 を簡素化。

⑥ 航空局、陸上移動 中継局及 び地球局 のそれ ぞれの一部 について、定

期検査 を行 う時期の間隔 を延長。

⑦ 防災同報無 線の子局、テ レメー ター 系の子局、非常警報用無線局等

の無線設備 を技術基準適合証 明の対象設備 に追加。
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(5)GMDSSの 推進

海上通信の分 野において は、4年2月 か ら 「海上 におけ る遭 難及び安

全 の世界的な制 度(GMDSS.GlobalMaritimeDistressandSafety

System)」 の導 入が全世界で開始 され た。GMDSSは 従来 のモー ルス無

線通信に替わ るもの として、衛 星通信、デ ジタル通信技術 等の最新技術

を取 り入れ海上(船 舶)と 陸上(各 国の捜索救助機 関)が 一体 となって

船舶 の航行 の安全 を確保 しようとす るシステムで、世 界中の どの海域か

らも通信 が可能 なこと、遭難信号の 自動送信 が可能 なこ と等の長所 を有

しているこ とか ら、船舶 の航行の安全 に大 き く寄与す る もの と期待 され

ている。

郵政省では、GMDSSの 導入に当た り、 開発途上 国におけ るGMD

SS無 線通信 システムの構築支 援 を図 るため、3年9月 か ら 「開発途上

国におけ るGMDSSの 整備 に関す る調査研究会」を開催 し、検 討 を行 っ

て きたが、5年3月 、報告書が提出された。

報告 書では、開発途上国において も、各 国の地理的条件や周辺海域 の

船舶 の運航実態、 さらには、隣接 国 との捜索救助の相 互支援体 制等を総

合的 に考慮 して、GMDSSの 陸上通信施設の整備方針 を決定 してい く

必要が あるとして いる。
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第3節 放送政策の新たな展開

1放 送メデ ィアの多様化 に向 けて

(1)放 送衛星3号(BS-3)後 継機の段階 における衛星放送の在 り

方につ いて

郵政省 では、放送衛星3号(BS-3)後 継機の段階における衛 星放

送について、3年7月 、放送普及基本計画 を変更 し、放送 を国民に最大

限に普及 させ るための指針 を定め た。

このBS-3後 継機の段 階におけ る衛星放 送の在 り方の決定 は、今後、

我が国の基幹的放送 メデ ィアの一つ として発展す ることが期待 されてい

る衛星放送 の在 り方 を長期 にわたって方 向付け る重要な政策課題 であ る

ため、多角 的かつ十分 な検討 を行 う必要が ある。 このため、4年4月 、

BS-3後 継機の段 階における衛 星放送の在 り方 について電波監理審議

会 に諮問 した。

同審議会 では、4年4月 の諮問以来、衛星放送等 の現状、衛 星放送技

術等の現状、諸外国の衛星放送事 情等につ いて審議 を重 ね るとともに、

4年8月 か ら9月 にかけて、一般有識者 に対す るアンケー トを実施、4

年10月 か ら12月 にかけて、放送事 業者等関係者か らの意見聴取 を実施 し

た。

また、電波監理 審議会 の審議 に資す るため、「衛星放 送制度問題研 究

会」、「衛星放送技術の長期 ビジ ョンに関す る研究会」及び 「ハ イビジ ョ

ン放送研究会」 の3研 究会 を開催 し、4年12月 に報告書 をま とめ、電波

監理審議会 に報告 した(「 衛星放 送技術の長期 ビジョンに 関す る研究会」

にっいては、 中間報告書)。

「衛星放送制度問題研究会」報告書においては、BS-3後 継機段階
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の衛星放送の 目的 ・理念、BS-3後 継機 段階における衛星放送制度の

在 り方等 について検討 を行 い、放送 内容 、経営財源、マ ス メデ ィア集 中

排 除原則、 多重放送等のBS-3後 継機 段階におけ る衛星放送制度の在

り方 につ いて提 言 を行 った。

「衛星放送技術 の長期 ビジ ョンに関す る研究会 」中間報告書 にお いて

は、衛星放 送の1中 継器 で多数 の番組 を同時に放送す る 「多チ ャンネル

化技術」 についてBS-3後 継機段 階での実現可能1生等 につ いて技術的

側面か ら検討 を行 った。

その結果、9年 ごろ までに、 多チャンネル化 技術 を導入す るこ とにつ

いては、技術的課題 があるこ とか ら慎重 な検 討が必要 である としている。

「ハイビジ ョン放送研究会」報告書 にお いては、ハ イビジ ョン放送の

在 り方 と普及のための課題等について検討 を行 った。

ハ イ ビジ ョン放送 の在 り方については、次世代 の基幹的映像 メデ ィア

のひ とつ として、その普及 を図 るこ とが望 ましい としている。

5年3月 現在、 電波監理審議会 は、上記3研 究会 の報告、一般 有識者

に対す るアンケー ト調査結果、関係者か らの意見聴取結果等に基づ き、

「BS-3後 継機の段階 におけ る衛星放送の在 り方」につ いて、審議 を進

めてい る。

(2)ハ イ ビジ ョンの普及促 進

ハ イ ビジ ョンは、我が国が世 界 に先駆 け て開発 した次 世代 の テ レビ

ジ ョンで、高度情報社会の中核 となる先進的な メディアである。

ハ イビジ ョン技術は、単に放送分野 だけでな く、広範 な分野へ の応用

力ご可能であ り、新 しい映像 メデ ィア として期待 されてお り、通信 ・映画・

印刷 ・出版 ・教 育 ・医療等へ の応用が行 われてい る。

ア ハ イ ビジ ョン試験放送

3年11月25日 か ら、㈹ハ イビジョン推進協会に よ り1日8時 間程度実
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施されているハ イビジ ョン試験放送は、4年7月 か ら8月 にかけて 「ハ

イビジョン・ス ポー ツウェーブ'92」 を実施 し、バルセロナ オ リンピック

及び全 国高校 野球選手権大会 の中継放 送 を行 った。

この放送において全国500か 所以上の受信会場で延べ2,300万 人(推 定)

がハイビジ ョン放送 を視聴 した。

イ ハ イビジ ョン ・シテ ィモデル都市の指定

ハ イビジ ョンを生活空間 ・都 市空間に優先的に導入 し、地域 の特性 を

生か しなが ら、潤い と活気にあふれ た先進的都 市 を構築す るこ とを目指

す 「高度映像都 市(ハ イビジョン ・シティ)構 想」につ いては、4年 度

新 たに東京都 神津島村、岐阜県瑞 浪市、三重県四 日市市、島根 県安来市、

愛知 県一宮市 を追加指定 し、指定地域は35地 域(32市 、2町 、2村)と

なった。 この うち26地 域でハ イビジョンシステムが導入されている(第

2-3-1図 参照)。

郵政省 は、 日本開発銀行等か らの無利子融資、低利融資、税制等の各

種の支援措置 によ り、㈹ハ イビジ ョン推進協会等の関係団体 の協 力を得

なが らシステム構築 を全面的に支援 し、ハイビジ ョン ・シティ構想の推

進 に積 極的に取 り組んでいる。

(3)通 信衛星 を利用 す る放送(CS放 送)の 開始

元年6月 の放送法等の改正に よ り、受託放送事業者及 び委託放送事業

者か らな る新 しい放送制度 を導入 し、通信衛星 を利用す る放送(CS放

送)が 可能 となった。

郵政省は、法改正 後、音声放送 については、18番 組、 テレビジョン放

送 については、6番 組 を認定 した。各委託放送事業者 は、4年 度 中には、

全 ての放送 を開始 した。

また、郵政省は、4年12月 、CSテ レビジョン放送 に関す る需要の動

向、周波数 の割当可能性等 を総合的に勘案 し、CSテ レビジョン放送番
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第2-3-1図 ハ イビジ ョン ・シテイモデル都市の指定状況

(5年3月 末現在)

○ハ イ ビ ジ ョン ・シ テ ィモ デ ル都 市数=35地 域(32市 ・2町 ・2村)
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組の6番 組の追加割当 を行 い、12番 組 の放送 を可能 とすること及びCS

放送につ いてのマスメデ ィア集 中排除原則の適用の緩和 につ いて電波監

理審議会 に諮問 し、5年2月 に答 申が出 され た。

この答 申を受けて、郵政省では、現行 の6番 組のCSテ レビジ ョン放

送 を12番 組に拡大す る とともに、マス メディア集中排除原則の適用 を緩

和 し、10年 間の特別措置 として、既存の民間 テレビジ ョン放送事業者が

CS放 送に参入す るこ となどを認め た。

(4)ケ ーブル テ レビの普及促進

郵政省では、ケー ブルテ レビ事業の発達 ・普及を促進 す るために、ケー

ブルテレビ事業者、ケー ブルテレビ番組供給事業者 等に対す る日本開発

銀行等か らの低利融資 ・税制等に よる支援 を行 うとともに、テレ トピア

指定地域 内において、テ レ トピア計画に掲げ られたケー ブルテ レビ事業

を行 う第3セ クター に対す る日本開発銀行等か らの無利子融資による支

援 等 を実施 している。

(5)コ ミュニテ ィ放送の開始

4年1月 に超 短波放送(FM放 送)用 の電波 を利用 して市町村等の一

部の区域 において、地域住 民に密着 した きめ細やか な情報 を提供 し、 当

該地域の振興 その他公共の福祉の増進 に寄与す ることを目的 として放送

を行 う 「コ ミュニテ ィ放送」が制度化 された。

この放 送は、聴取範囲は半径数 キロメー トルであるが、一般のFMラ

ジオで受信す ることが でき、「電波の タウン紙 」として地元の道路交通情

報や商店街の イベ ン ト案内等、地域住 民の豊かな暮 らしを築 くために必

要 な情報 を提供 す るものである。

郵政省 は、4年10月 、全 国で初めての コミュニティ放送 を行 う区域 と

して北海道函館 市の一部の指定 を行 った。

函館市 の第3セ クター であ る函館山 ロープウェイ㈱ では、 これ を受 け
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コミュニティ放送局の放送風景

て函館 山 コ ミュニテ ィ放送局 を12月 に開設 し、約2万 世帯(函 館市の20%

の世帯数)を 対象 に、午前8時 か ら午後8時 までの12時 間、コ ミュニティ

情報 ・観光情報等の地域に密着 したFM放 送 を行 ってい る。

また、5年3月 には、大阪府守 口市及 び愛知 県豊橋 市の一 部区域 をコ

ミュニティ放送 を行 う放送対象地域 として指定 した。

2放 送ソフ トの充実のために

(1)放 送番組普及センター施設整備事業及び映像ソフ ト交流促進施設

整備事業の推進

社会的 ・文化的に貴重な国民的財産である放送番組 を組織的 ・継続的

に収集 ・保管するとともに広 く国民に公開することなどを通 じて、放送

文化の継承及び発展並びに放送の健全な発達に資することを目的に、元

年度 より 「放送番組普及センター施設整備事業」を推進 しており、日本

開発銀行等からの低利融資による支援施策が講 じられている。
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また、郵政省では、働放送番組 センター を放送法に基づ く 「放送番組

センターjと して指 定 して いる。 同センターでは、横浜市 のみな とみ ら

い21横 浜館 内に、約60名 が視聴可能な ビデオブー ス及び230名 収容 可能 な

映像 ホール を備 えた放送 ライブラ リー を開設 して、保 存番組の一般公開

を行 ってお り、5年3月 までに約3万 人の利用に供 されている。

また、郵政省 では、多様 な放 送番組の効率 的な制作に役立 ち、地域文

化 の保存 ・継承 ・交流等に貢献す るとともに、地域の情報化等 を推進す

るこ とを目的 として、4年 度 よ り 「映像 ソフ ト交流促進施設整備事業」

を推進 している。映像 ソフ ト交流促進施設については、民活法の特定施

設(テ レコムプ ラザ)の 一類 型 として 日本開発銀行等か らの無利子融資、

低 利融資、税制 の特例 措置 といった支援施策が講 じられている。

(2)ケ ーブル テ レビの放送番組の充実

郵政省 は、ケー ブル テレビの放送番組の制作、流通等 を促進す るこ と

に よって、ケー ブルテ レビの発達 ・普及 による情報流通の円滑化 を図る

こ とを目的 として4年 度か ら新た に 「有線 テレビジョン放送番組充実事

業」 を推進 してい る。

同事業 は、①番組共同制作業務、②番組配信業務、③番組情報提供業

務及び④番組保管 ・視聴業務 のすべ ての業務 を、必要 な施設 を整備 して

行 う者 に対 し、通信 ・放 送機構か らの出資や 日本開発銀行等か らの無利

子融資等 の支援 を行 うもので、5年2月 に 「株式会社北陸 メディアセン

ター」及び 「株式会社 北海道テ レコムセンター1の 実施計画 を認定 した。
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3放 送の利用格差の是正に向けて

(1)公 共投資による民放テレビ放送等の難視聴解消事業

ア 民放テレビ放送難視聴解消事業及び民放中波ラジオ放送受信1障害

解消事業

国は、電気通信格差是正事業の一環 として、3年度から民間テレビジョ

ン放送が1波 も良好に受信できない地域の解消を図るための中継局の設

置に対する経費の一部補助を行 っている。

4年 度から、①補助対象施設として、共同受信施設を追加 し、②沖縄

先島地区(平 良市等2市 、5町 、2村)の 民間テレビジョン放送の難視

聴を解消するため、放送番組伝送回線 としての海底ケーブル(沖 縄本島

と宮古島間)及 びマイクロ回線の設置並びに先島地区の全域にテレビ放

送中継局7局 の設置を行 う事業に対す る経費の一部補助を行 うととも

に、③民放中波ラジオ放送が外国波混信や地形的条件等によりよく聞こ

えない地域 を解消するため、中波ラジオ放送中継施設の設置に対する費

用の一部補助を行っている。

イ 都市受信障害解消事業

近年では、都市再開発の進展による建築物の高層化等に伴い、高層建

築物等によるテレビジョン放送の受信障害が発生 している。その解消は、

原因者費用負担の考え方に基づ く当事者間協議によりその解決が図られ

るべ きであるが、最近では、林立する高層建築物等が複雑に関連 して受

信障害を引き起こし原因者の特定が困難iなため解決が難しい障害も発生

している。

このため、4年6月 から5年2月 まで開催された 「テレビジョン放送

受信環境基盤整備に関する調査研究会」の調査研究報告を受けて、5年

度か らは、電気通信格差是正事業の新規施策 として、建築物等に起因す

る原因者の特定が困難なテレビジョン放送受信障害を解消することを目
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的 として、市町村又は特別 区が事業主体 となって、受信障害解消のため

の共 同受信施 設 を設置す る場合に、その設置に必要 な経費の一部 を補助

す る 「都市受信 障害解消事業」 を推進 す ることとしている。

(2)視 聴覚障害者向 け放 送番組の充実

近年、情報通信技術の急速な進歩や国民の情報ニー ズの 多様化 ・増大

に よ り、衛星放 送等 の新 しい放送サー ビスが開始 されてい る。 しか しな

が ら、その一方 で視聴覚障害者が放送 を享受す る上 で不可欠 な解 説放送、

字幕放送等 は、市場採算性に乏 しいため、実施状況は必ず しも十分 とは

いえない状況に ある。

このため郵政省では、4年9月 か ら 「視聴覚障害者 向け放送番組の制

作 一流通 に関す る調査研究会」 を開催 し、視聴覚障害者向け放 送番組の

制作分 野及び流通分 野が 直面 している課題 を解決す るための具体 的方策

につ いて 多角的 に調査研究 を行 った。

また、身体障害者向けの通信 ・放送サー ビスの利用 の円滑化 のための

施策 を推進するこ ととしている。

4放 送の国際化への対応

近年、衛星技術の進歩によ り、いわゆ る 「国境 を越えるテレビ」が技

術 的に可能 となってお り、アジアや欧州 においては、広範囲なサービス

エ リアの衛 星に より多国間にまたが るサー ビスが開始 されている。

この ような状況 において、郵政省は4年10月 か ら5年3月 まで 「放送

分 野の国際化 に関す る調査研究会」を開催 し、「国境 を越 えるテ レビ」に

っいて、諸外 国の放送法制や実施状況を把握す るとともに、我が国 とし

ての対応の在 り方 について検討 を行 った。

同研究会の報告 では、 自由な情報の流通 ・国際交流の促進等の観点か

ら 「国境 を越え るテレビ」の メリッ トを評価す る一方、放 送秩序等へ の
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影響 とい う解決すべ き課題 を掲げ、我が国の社会 ・放送秩 序 と整合性が

図れ るものにつ いては、一定 の条件の下 に国内の放送 に準ず るもの とし

て認知 す るよう提言 してい る。
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第4節 郵便 事業 ・郵便 局 ネ ッ トワークの新 た な展 開

1郵 便事業運営基盤の整備 ・充実

(1)郵 便処理 システムの情報機械化の推進

郵便事業の機械化 については、昭和43年7月 の郵便番号制の導入以後、

「郵便番号 自動 読取区分機」に よる機械化のほか、昭和63年 度 か らは、「郵

便物あて名 自動読取 区分機」 を開発 ・配備 し、積極的に機械化の推進 を

図 って きたが、今後郵便物数 の増加及び労働 力需給のひっ迫等、郵便事

業 を取 り巻 く社 会経済環境 は更に厳 しくな ることが予想 され ることか

ら、郵便事業の機械化 を一層推進す ることが重要 となっている。

そこで、 これ まで主 として手作業 で行われてきた配達局 におけ る局 内

作業 の機械 化 を一 層推進 す るため、全 く新 しい観 点か らあて名情報の

コー ド化 等あて名情報の在 ワ方や将来の技術動向 を踏 まえた技術 開発の

方 向性等、郵便処理 システムの情報機械 化に積極 的に取 ワ組んでい くこ

ととしている。

その一環 として、4年5月 より 「郵便処理 システムの情報機械化 に関

す る調査研究会」を開催 し、郵便利用 面及び情報 ・機械技術面の課題等

について多角的に調査研 究 を行 ってお り、この調査結果 に基づ き現在の

郵便番号 を拡張 して、住 所の細部に及ぶ あて名情報 の コー ド化計画の検

討及び機械処理 に適 した形 態の コー ドへ変換す るシステムの技術開発研

究 を行 うことを予定 してい る。

(2)郵 便物の増加 に対応 す る要員の確保

社会経済の発展 を反映 し、近年、郵便物は急激に増加 してお り、最近

5年 間の郵便物数の増加 をみる と26%増 加 している。それに対 し、定員

は1%に も満たない増加 に とどまってい る。
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郵便物数は、経済動向等か らみて当面伸 び率は鈍化す る と考 えられ る

ものの、引 き続 き増加 してい くこ とが予想 され る。特 に大都市及び近郊

発展地 に所在 す る郵便局においては、郵便物の処理 に必要 な要員 を配置

し業務の正常 な運行 を確保 す るとともに、 多様化 ・高度化 したニー ズに

的確 にこたえる必要があ ることか ら、 引 き続 きこれに見合 う必要 な要員

を確保す るこ ととしてい る。

また、 こうした現状に対応す る とともに、今後の労働 力市場 の変化等

に対応 してい くため、5年 度 において 「郵政事 業におけ る勤務 形態に関

する調査研究」 を実施 し、郵政事業 に適 した勤務形態の在 り方について

幅広 く検討す るこ ととしてい る。

(3)昼 間帯不在家庭 に対 す る効果的 な配達 ・交付 の推進

共働 き家庭 の増加や余 暇活動 の 多様化 等 ライ フス タイルの変化に伴

い、昼 間帯不在 となる世帯が増 え、不在持 戻 りの小 包郵便物や書留郵便

物が増加 してお り、配達効率が低下 している。その結果、 こうした不在

持戻 りとなった郵 便物 の授受 ・保管 ・照会に対す る調査 及び交付 等の事

務 処理 が増大 して いる。

そ こで、昼間帯不在家庭 に対処す るために、5年 度 にお いて、マ ンショ

ン等管理人へ の小包郵便物 の一括配達委託、不在持戻 り郵便物保 管管理

システムの導入等 を実施 し、サー ビスの向上 に努めてい くこ ととしてい

る。

2豊 かな暮 らしづ くりに向けた郵便サ ービスの提供

(1)ふ るさと小包情報システムの導入

ふ るさと小 包は、昭和58年 度に取扱 いが開始 されて以来10年 を経過 し、

この間、地域産 業の振興に貢献 して きた。取 扱商 品 も年々増加 し、3年

度では8,000品 目、1,865万 個に も達 してい る(第2-4-1図 参照)。
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第2-4-1図 ふ るさと小包の利用状況

2,000

1,500

1,000

万

個

500

0

一

棚 数＼

r

利用個数

一

一

r-一 一

一

一

π

一

一

一

一

585960616263元

年 度

郵政 省 資料 に よ り作 成

(注)3年 度 にお け る主 な利用 品 目

い(福 岡 県)、 宇 治茶(京 都 府)、

ア スパ ラガ ス(北 海 道)、 ぶ ど う

23

9,000

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,0GO

2,000

品1

,000

目

0

鮭(北 海 道)、 信 州 りん ご(長 野 県)、 さ くらん ぼ(山 形 県)、 せ んベ

メロ ン(北 海道)、 静 岡茶(静 岡 県)、

(山 梨 県)、 パ イナ ップル(沖 縄 県)。

この ようなふ るさと小包の システムをよ り充実 し、利用者 の利用 しや

すい商品 とす るため、5年 度において、ふ るさ と小包の商 品内容等の情

報を全国の郵便局の端末 によ り検索 で きる「ふ るさ と小包情報 システム」

を構築 し、利用者のニー ズに合 った商品情報の提供 を行 うな ど、利便の

向上 を図 るこ ととしている。

(2)個 人 間通信の振興

手紙 ・葉書に よる個 人間通信 は 「郵便 の原点」 ともい えるもので、心

豊か な潤 いのある社会づ くりに貢献 できる貴重 な通信 手段 である。郵政

省 では、手紙 を書 く体験 を通 じ、手紙に親 しんで もらうため、手紙教室

を開催 しているところであるが、5年 度においては個 人間通信 の一 層の



一218一 第2章 情報通信政策の動向

噸 糟 響で蓼 ンrア
ゆTr、 、 〉{、 孔 魯 ⇔ 峨
弓 き 資 射　 彦 一 、 項
ヨい ド ロ っニ くヒ う め ゴ

」1し ヂuを(ハ ズ7

' 一、一 偽'

・蘇 ≧傘受舞 鯵 傷 ..

絵手紙教室の開催

振興 を図 るため に、近年 人気が高 く、かつ手軽 に手紙 の良さが体験で き

る絵手紙教室 の全 国的展 開を図 るこ ととしてい る。

また、進行 しつつあ る長寿社会において、高齢者 の方々が手紙 を書 く

ことを通 じて集 ま り、会員の知識 ・経験の交流を図 り、 その能力 を活か

して、地域の様々 な文化活動 に参加 し、心豊かで張 り合 いのあ る生活を

送れ るよ う、「シニア郵 便友の会」の育成に努 めるほか、郵便友 の会 との

交流会 を開催 す るこ とに よ り、異世代 間の コ ミュニケー シ ョンを図 るこ

ととしてい る。

(3)高 度 情報社会の実現に貢献 す るサー ビスの開発

3年5月 か ら5年3月 まで開催 した 「郵便事業運営の長期展望 に関す

る調査研 究会」 の提言 を受 け、豊か な暮 らしづ くりに向け、高度情報社

会の構築に資す るため、パ ッケー ジ系の情報 の送達手段 として、 フロッ

ピィデ ィスクや コンパ ク トディス ク等情報媒体 の郵送ニー ズに対応 した

専用パ ッケー ジの開発 ・取扱いの仕組みの構築 の可能 性について検 討す

るこ とと している。

3郵 便局 ネッ トワー クの活用 による地域 ・国際社会への貢献

郵便局 は全 国津々浦々に24,000局 の拠点 を有 し、情報通信 サー ビス と

して郵便業務 を行 ってい る・郵政省 においては、郵便、為 替貯金及び簡
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易保険の各事業 を一体的かつ効率的に運営す ることによ り、山間辺地に

至 るまで郵便 局ネ ッ トワー クを維持 して、重要 な情報通信基盤 を形成す

るとともに、 このネ ッ トワー クを通 じて、すべての国民 にあまね く公平

に各種のサー ビス を提供 し、地域社会 ・国際社会に貢献 してい る。

ア 「活 き活 き情報交流 サー ビス」のパ イ ロッ ト実験の実施

郵政省 では、地域 に密着 した公的機 関である とともに、地域 間を結 ぶ

ネ ッ トワー クを形成 している郵便局の特性 を生か し、地域振興 に資す る

ため、地域の情報発信 ・情報の地域間交流の促 進 を図る施策を推進 して

い る。

その一環 として5年1月 より、地域 の観光 ・イベ ン ト情報、産業情報、

就職情報、住宅情報等の地方公共団体 が発信す る情報 を、郵便局 ネッ ト

ワー クを通 じて、都 会等で生活す る人々や企業等に提供す る 「活 き活 き

情報交流サー ビス」のパイ ロッ ト実験 を開始 した。

利用者は、地方公共団体が発信す る情報に関す る情報 リス トを、郵便

局 の窓口に備 えた情報 カタログ又 はパソ コン通信 に より検索 し、 申込書

の郵送 によ り、希望す る情報の利用の申込み を行 い、情報提供元 の地方

公共団体か ら郵便に よ り入手す るとい うものである(第2-4-2図 参

照)。

情報 を提供 するのは第2-4-3表 の20の 都 市であ り、サー ビスの実

施地域は、東 京都 区、政令指定都 市、情報提供都市及び情報提供都市 の

属す る県庁所在都 市の計41地 域であ り、この実施地域に所在す る約4,100

の郵便局 で、情報 カタログによ リサー ビスの提供 を受け ることが できる。

また、パ ソコン通信 に よる情報検索サー ビスは5年3月 か ら開始 した。

イ 郵便切手等の海外販売

郵便切 手は、 自国の 自然 一文化 ・産業等 を国の内外に周知 ・紹介す る

な ど大 きな役割 を担 ってお り、 また、郵趣の対象の 中心 となってい る。
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第2-4-2図 活 き活 き惰報交流サー ビスのシステム図
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第2-4-3表 活 き活 き情報交流サー ビスの情報提供都市

郵政局管内別 都 市 名 都 市 数

北 海 道 岩見沢市、余市郡余市町 2

東 北 山形県米沢市 1

関 東 茨城県竜ケ崎市、千葉県佐倉市 2

信 越 新潟県見附市、新潟県新井市 2

北 陸 富1山県高岡市 1

東 海 岐阜県大垣市' 1

近 畿 滋賀県彦根市、兵庫県神戸市、奈良県奈良市 3

中 国 島根県出雲市 1

四 国 愛媛県今治市 1

九 州

r

福岡県北九州市、佐賀県佐賀市、長崎県佐世保市

大分県日田市、鹿児島県鹿児島市

5

沖 縄 那覇市 1

合 計 20

日本の郵便切 手は、デザ イン ・印刷技術の面で世 界で も高水準に あ り、

海外か らも高い評価 を受 けている。

5年 度においては、我 が国の郵便切手等に対す る海外 におけ る需要 に
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第2-4-4図 郵 便切手等の海外販売概要図
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1.郵 政大臣は、郵便切手等を海外において販売する者(郵 便切手等海外販売者)を 選

定し、郵便切手等の海外における販売業務を委託できることとすること。

2.郵 便切手等海外販売者は、郵便切手等を郵政省から買い受け、定価に相当する価格

で販売し、郵政省は、買受額に応じて手数料を支払うこととすること。

こたえるなどのため、郵便切手等 を海外 にお いて販売す る仕組 みを設け

るこ ととしている(第2-4-4図 参照)。

ウ 地域社会の活性化 に資す る郵便局局舎の建設の推進

情報通信拠点 として全 国に展開 してい る郵便局 は、地域社会 に密着 し

た存在であ り、地域社会 の活性化に果 た してい る役割が大 きいこ とにか

んがみ、郵政省 では、郵便局が地域社会 に貢献で きるように、局舎の建

設に当た っては、地域計画、経済、文化 などを十分 に考慮 し、地域社会

に調和 し、その核 となるような施設づ くりを目指 している。

こ うした観点か ら、地域 の町並、文化 あるいはその雰囲気 を反映 した

郵便局、地域 の再開発事業 と連携 し、土地の有効活用に資す る郵便局、

また、地域の公的機 関 との合築に よる郵便局等、地域社会の特性 に合 っ

た郵便局局舎 の建設 を推進 している。

エP-SATの 活用 による地域社会 への貢献

郵政省では、全国 を結ぶ郵便局 ネッ トワー クを高度化 して、地域の情

報化の推進 に貢献す る とともに、事業運営の高度化 ・効率化等 を図るた
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め、郵便局等に衛星通信の受信装 置を設置 し、衛星通信 を利用 して各種

の情報通信 を行 う郵便局衛 星通信 ネ ッ トワー ク(P-SAT)の 運用 を

3年4月 よ り開始 した。

現在、全 国約300の 郵便 局等 に端末が設置 され、映像 に よって地域 の特

産物 ・地場産業 一観光情報等全 国各地のふ るさ と情報、最新の経済 ・生

活情報等 を提供 す るこ とに よ り、地域の情報化 の推進及び地域住民の利

便の向上等 を図 っている ところである。

なお、5年 度 においては、P-SATの 一 層の効果的活用 を図 るため、

郵便局へ の情報連絡 の迅速化 ・効率化、 コ ミュニティ情報 の提供等利用

者への提供情報の多様化 を図 るな ど、 ソフ ト面 の充実 を推進 してい くと

ともに、環境にや さしい情報通信基盤の充実策 の一環 として、P-SA

Tを 活用 したテレビ会議 システム を導入す る予定 である。

オ ハ イ ビジ ョン機器の導入による地域情報化への貢 献

我が国においては、多極分散型 国土の形成や豊か さが実感 できる社会

の実現に向けて、地域 の情報化 の推進が重要 な課題 となっている。

郵政省 において も、地域の情報通信基盤の一つ の拠点 としての郵便局

を通 じて、積極的に地域社会の情報化 と地域住 民の利便 の向上 に貢献 し

てい くこととしてお り、地域 と国民のこ うしたニー ズに的確 にこたえて

い くため に、郵便局 窓口に最新 映像情報 メデ ィアであるハ イビジ ョン放

送受信システム を導入す るこ とに よ り、窓 口の環境整備 とともに地域の

情報化推進 の一助 とし、 もって地域住民 に親 しまれ る郵便局づ くりを行

うこ ととしてい る。

昭和63年 度 よ り、ハ イビジ ョン ・シティモデル都市、都 道府 県庁所在

地、 テレ トピア指定地域、郵 トピア指定地域等に所在す る郵便局 に配備

を開始 し、4年 度末までに36台 配備 してお り、5年 度 に も引 き続 き配備

を拡大 してい く予定であ る。
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力 郵便局 における国際 ボランテ ィァ貯金 による国際貢献

国際 ボランテ ィア貯金 は、預金者か ら通常郵便貯金利子の20%の 寄附

を得 、民間海外援助 団体(NGO)を 通 じて、開発 途上地域の住民の福

祉向上 のために活用す るこ とによって、国民参加 に よる民間レベ ルでの

海外援助の充実 に資す るこ とを 目的 とす るものであ る。3年1月 よ り取

扱いを開始 し、3年 度は461万 人(累 計674万 人)を 超す人々か ら27億 円

もの寄附金が寄せ られた。

4年6月 、 この寄 附金の うち23億2,636万 円を全国185団 体が実施する

250援 助事 業に第2回 目の配分 を し、ア ジア、ア フ リカを中心 とした世界

49か 国において、貧 困や災害 で苦 しん でいる人々の ための医療 ・保健衛

生指導や教育 関係 、 自立 を促す ため の職業訓練や農業等の技術 指導、さ

らには環境保全対策、 食料援助等 に広 く役立て られて いる。

また、5年3月 には、緊急援助 として2億7千 万円 を4団 体 が実施す

る4事 業に配分 した。

5年3月 末 には国際 ボランテ ィア貯金 の加入者 は約1,045万 人 に達す

るなど、郵 便貯金 の顔 として国民 の間に着実 に根付い て きて いるところ

であ る。

キ 郵便局 の外貨 両替サ ー ビスの改善

国際化時代 におけ る利用者 ニー ズに的確に対応す るため、郵政省では、

3年10月 よ り全国の100の 郵便局 で、外国通貨の両替及び旅行 小切 手の売

買のサー ビスを開始 した。

取扱通貨 は、外貨両替 が米 ドル、 フランス ・フラン、 カナ ダ ・ドル、

英 ポン ド、 ドイツ ・マル ク、オー ス トラ リア ・ドルの6通 貨で、旅行小

切手については、 これ ら6通 貨建 てに 日本円建て を加 え た7通 貨建 て と

なってい る。

4年8月 か らは、取扱郵便局 を100局 か ら200局 に増や す と同時 に、旅
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行小切 手につ いては従 来一部 の郵便 局が全通 貨建 てで取 り扱 っていた

が、200局 全 局 で全通 貨建 ての旅行小切手 を取 り扱 うこ ととす るな ど、

サー ビスの改善 を図 つてい る。4年 度の取扱状況は、総取扱数約8万3

千件、総取扱金額約74億 円 と順調に推移 した。

5年 度以降において も、順次取扱郵便局 を増や してい く予定(5年 度

には60局 を予定)で あ り、 これ によ り地域住民の利便の向上及び地域の

国際化に貢献 してい くこととしている。

ク 郵便貯金 資金 ・簡保資金の運用 を通 じた貢献

郵便局は、国民に最 も身近 な金融機関 として、簡易 で確実な貯蓄手段

を提供 し、その経済生活の安 定や福祉の増進並 びに健全 な資産形成に貢

献 して きている。

郵便貯金 として預 入され た資金 は、資金運用部に預託 され、財政投融

資の主要 な原資 として、地方公共 団体や住宅金融公庫、 日本道路公団等

の財政投融資機関、個 人等 に融資 され、社会 資本の整備や 国民生活の質

,怠 ㍉ 學 凡

簡保資金等による地域社会への貢献(本州四国連絡橋)
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の向上、地域の振興等 に重要 な役割 を果 た している。

また、郵便 局では、簡易に利用で きる生命保 険サー ビス(簡 易保 険)

を国民に提供 しているが、簡保 資金 は全国津々浦々の郵便局 を通 じて全

国の加入者か ら広 く集め られた資金 であ ることか ら、その運用 に当たっ

ては、加入者 の身近 な ところで役立て られ るよ う、地方還元 を図ってい

る。特 に地方公共団体へ は、地域の郵便 局 を通 じて融 資され、学校の建

設や公 園 ・下水道の整備 、 さらには公営 住宅 の建設等、豊か なまちづ く

りに貢献 している。

4年 度末現在の簡保資金 の地方公共 団体へ の融資残高は、約10兆9千

億 円で、5年 度 には1兆3,100億 円 を融資す るこ ととしてい る。

さらに、国際援助 として、財 政投融資計画 を通 じて、 日本輸出入銀行

及び海外経済協 力基金に融資す ることで、 日本 と外国 との経済交流、開

発途上 にある海外の地域の産業 の発展、経済の安 定等に も貢献 している。
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第5節 情報通信 に関する国際政策の充実

1国 際的な調整と協調への積極的な対応

1992年度において、情報通信を取 り巻 く環境の急速な変化に適切に対

処するため、国際機関の組織や機能の見直 し等が進め られた。また、郵

政省においても、組織において国際部が新設され、国際調整 と協調に係

る活動が積極的に行われた。

(1)国 際的な電気通信政策の方向

ア 「国際電気通信市場の将来動向に関する調査研究会」の開催

近年の電気通信市場は、電気通信事業の民営化、市場における競争導

入、電気通信事業者の外国市場での活動及び多様な業務提携、国際衛星

通信市場への別個システムの出現等大 きく変化してきている。

◎
、

・●r
聯

カ ら　ア も
.、,
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ル ン ドグレン ・スウェーデ ン大蔵大臣 と小泉郵政大臣 との会談
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このよ うな状況にお いて、郵政 省は1991年10月 よ り 「国際電気通信市

場 の将来動向に関す る調査研究会」 を開催 し、国際的 な市場構造の変化

に対応 した電気通信政策の方向性 につい て検討 を進め て きたが、1992年

6月 に報告書が まとめ られた。報告書では、①企業活動 の国際化 に対応

した、良質 な電気通信サー ビスの提供の充実 と利用者利便性 の向上 を図

るこ と、② 利用 者ニー ズに応 えた良質な世 界的 ネ ッ トワー クの構築に向

けて、開発途上 国におけ る電気通信ネ ッ トワー クの構築への一層の協力

を図ること、③ 国際的な電気通信 市場 の構造変化 に対応 した新 サー ビス

に適切に取 り組 むこ と、④ 国際市場における競争 の進展 と市場拡大に適

切 に対応 した技術開発 及び国際標準化活動 を進め るこ と、 などの基本的

方向 を踏 まえて、国際的 な市場構 造の変化 に対応 した電気通信政策の必

要性が言及 され ている。

イ 電気通信事業者 に対 する製 品輸入促進税制の適用

1993年4月 よ り、第一種電気通信事業者 につ いて も製品輸入促進税制

の適用が認め られ るこ ととなった。具体的には、対象 となる製 品の輸入

額が2%以 上増加 した場合に、輸 入増加率に応 じ輸入増加額 の最 高5%

の税額控除又は一定 の機械 ・装 置につ き最高20%の 割増償却 が受 け られ

る。

(2)GATTの 動向

1986年 に開始 したウル グアイ ・ラウン ドにおいては、世 界貿易 におけ

るサー ビス部 門の比重の高 まりを反映 して、サー ビス貿易交渉(GNS)

が新 たに開始 され、サー ビス貿易の 自由化 のための交渉が行 われて いる。

この交渉は、サー ビス貿易の一般的ルール としての枠組協定の作成、各

サー ビスご との特殊性 を反映 した分 野別 附属書 の作成及び各国が具体的

な 自由化約 束を記載す る譲許表作成のための二国間交渉の三つの部分か

ら構成 される。
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現在 は、1991年 末に、事務局長 より提示 された枠組協 定 と分野別附属

書の案 を基に して、各国が協定発効 当初に譲 許表 に記載 す る自由化約 束

を決定 するために、 それ ぞれ二国間で交渉す るいわゆる初期 コミッ トメ

ン ト交渉 が行 われている。

通信分 野につ いて も、電気通信の世 界貿易に 占め る重要性及 び経済活

動における基本的 インフラ としての性格 を考慮 し、電気通信の ア クセ ス

及び利用についての特則 を定め る電気通信附属案が作成 された。譲許 表

の作成につ いては、 高度通信サー ビスについて 自由化約 束 を記載す るこ

とで、先進国間 にコンセンサ スがで きて きてお り、現在は、基本電気通

信サー ビスの自由化 の問題 に議論が移行 して きている。

我が国 として も、電気通信附属書の作成、初期 コミッ トメン ト交渉等

に積極的 に参加 している。

(3)OECD/iCCP委 員会 の動向

OECDの 情報 ・コン ピュー タ ・通信政 策(ICCP)委 員会 におい

ては、1992年11月 に開催 された理事会 において、情報 システムの安全性

を向上 し、開発や 利用 を一層促進 するための安全 のための枠組み作 りに

資す るよう、「情報 システムの安全 のためのガ イ ドライン」が勧告 として

採択 された。 これに より、情報 システムの安全性 にっいて、国際的に共

通の基本的考 え方が認識 され、各国にお いては、情報 システムの安全性

の確保 、維持 を図 ることが推奨 される とともに、国際的に も安全性の確

保に関す る協力が進め られ るもの と考 えられ る。

また、1992年11月 に郵政省、通産省及びOECDの 共催 によ り、IT

(情報 技術)の 標 準化 ワー クショップが開催 され、標 準化 にお け るユー

ザーの参加、政府の役割 につ いて検討 された。

そのほかに も、現在 、国際計算料金、移動体通信等に関す る各国の通

信政策 の調整等が行 われ ている。 また、 インフラ整備 の観点か ら、通信
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分 野における旧 ソ連諸国や 東欧諸 国への支援 も行われてい るところであ

る。

(4)lTUの 動向

アlTU追 加全権委 員会議の開催

国際電気通信連合(ITU)は 、前身 である万国電信連合 の時代 を含

めれば、 これ まで1世 紀以上 にわた り電気通信 分野におけ る国際秩序 を

維持す る国際機 関 として存続 してきた。 しか し、情報 通信分 野 を取 り巻

く環境が急激 に変化す る中で、ITUが 、今 後 も国際電気通信分野 にお

け る主導的役割 を担 う国際機関 として機能 し続 け るため、 これ らの環境

変化に的確 に対応 で きるような組織 ・機 能 とす ることを目的 として、I

TU追 加 全権委 員会 議が1992年12月 にス イ スの ジュネー ブで開催 され

た。 この会議 にお いては、従 来のITU条 約 に代 わる もの としてITU憲

章及びITU条 約 が作成 され(発 効 日は1994年7月1日)、 従 来の国際周

波数登録委員会(IFRB)を 非常 勤委 員で構成す る無線監理委員会に

改組す ることをは じめ とした、ITUの 歴 史上始 まって以来 の大幅 な組

織改正が次の とお り行 われ た。

①ITUの 主な活動 を、標準化 、無線通信、開発の三っ に区分 し、組

織上、電気通信標準化部 門、無線通信部 門、電気通信開発部 門 として

整理 ・統合す る。

電気通信標準化部 門は、従来の国際 電信電話諮問委貝会(CCIT

T)と 国際無線通信諮問委員会(CCIR)の 活動の一部 を統 合 した

ものであ り、電気通信の技術、運用及 び料金に関す る標 準化 問題 を研

究 し、 これ らについての勧告 を行 う.

無線通信部門は、従来の無線 通信主管庁会議(WARC)とCCI

R及 びIFRBの 活動 を統合 した もの であ り、無線通信 規則の改正、

無線通信の技術 ・運用等の 問題の研 究及び勧告の作成、周波数の割当 ・
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登録等 を行 う。

電気通信開発部 門は、電気通信開発の促進 を図 るために、開発途上

国に対 して技術協 力を行 う、

② 各部 門は、それぞれ一つの会議、研究委貝会、事務局(1名 の選 出

された局長に よ り指揮)に よって構成 され る。

③ 従来、5名 の常勤委員(選 出)に よ り行 われていたIFRBの 業務

は、9名 の非常勤委員(選 出)か ら成 る無線監理委員会(無 線通信規

則の解釈等)と 無線通信局長(日 常業務等)に よ り行われ る。

④ITU活 動への参加者 を、従 来の電気通信事業者、電気通信 メー カー

等に限 らず、金融機 関、開発機 関及 び電気通信事業者、 メー カー以外

の電気通信 を取 り扱 うものに拡大 したほか、国際的及び地域的 な金融

機関、開発機関等につ いて も参加 を可能 とす る。

イ 第1回 世界電気通信標準化会議の開催

電気通信 の世界標準 を審議す るITUの 世界電気通信標 準化会議(W

TSC)の 第1回 会合が、1993年3月 にフィンラン ドのヘル シンキで開

催 された。会議の概要は、次の とお りである。

① 近未来の電気通信サー ビス として期待 され るパー ソナル通信 及び広

帯域ISDN等 に関する勧告案並 びに これ らのサー ビスの高度化 をさ

らに進め るための来会期(1993年 一1996年)の 電気通信標準化部 門の

研究課題案 が承認 された。

② 情報通信分野の急速な進展に電気通信標準化部 門が、 よ り迅速 ・柔

軟 に対応するため、電気通信標準化ア ドバ イザ リーグループ、部 門間

調整 グループ及び共同調整 グループ を設置す ることとした。 また、標

準化活動の効率化、迅速化及 び円滑化 を進め るため、作業方法 及び手

続 き規定、勧告 の出版、電子文書 システム(EDH)の 開発等 の決議

が採択 された。
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③ 来会期、 電気通信標準化部 門に設置 され る15の 研究委員会 の議長 ・

副議長 の任命が行 われ、我が国か ら議長1名 、副議長6名 が任命 され

た。

④ 電気通信標準化部門が、電気通信開発局 と連携 ・協 力 し、最新 の標

準化 の動 向につ いての情報提供、開発途上 国の標準化活動への参加促

進 を図 る決議が採択 された。

(5)UPUの 動向

万 国郵便連合(UPU)で は、国際 間の新 たなサー ビスの機動的な展

開 ・実施 を目指 し、万国郵便 条約及び小 包郵便物 に関す る約定 の簡素化

を検討 している。1992年5月 に開催 された執行理事会 にお いては、UPU

国際事務局が作成 した万国郵便 条約 の条文案 及び小 包郵便物 に関す る約

定 のモデル案 が提 出され両文 書の見直 しにつ き審議 された。今後 は、U

PU全 加盟国郵政庁の意見 を踏 まえ、1993年4月 に開催 され る執行理事

会 における討議 を経 て、1994年 に韓 国の ソウルで開催 される大会議に改

正 提案 が提 出され る予定 である。

また、UPU自 体 の組織 ・機 能 につ いて も、執行理事会 の作業部会に

お いて、見直 しが検討 され てお り、1993年 の執行理事会 において、 その

研究結果に基づ き、議論が行 われ ることとなっている。

(6)国 際衛 星通信 をめ ぐる動向 とその対応

国際衛星通信は、従来、世 界的 な規模 での通信確保の観点 か ら、主 と

して、各国の電気通信事業者の共同出資か らなる国際電気通信衛星機構

(イ ンテルサ ッ ト)及 び国際海事衛星機構(イ ンマ ルサ ッ ト)の 両機構 に

よ り運営 され てきた。

しか し、近年の衛星通信技術 の進歩、サー ビス需要の 多様化等 を背景

に、民 聞企業等が 自ら衛星 を打 ち上げ、国際通 信サー ビスを提供す る構

想、いわゆ る別個 システムの構想が次々に発表 された。 そ こで、 インテ
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ルサ ッ ト及び インマルサ ッ トでは、別個 システムの国際通信分 野への参

入 を容易に して国際衛 星通信 市場 の活性化 を図 るこ とな どを目的 とし

て、別個 システ ム との経済的調整手続 きの大幅 な簡素化 を検討 している。

インテルサ ッ トは、1992年11月 の第18回 総会において、新 たな手続 きを

決定 した。一方、 インマルサ ッ トは上記検 討に加 えて、移動体通信 に対

するニー ズの 多様化 を踏 まえサー ビスの 多様化 を図 ってい る。 まず、従

来の船舶 に加 え、航 空機 を対象 とした衛星通信サー ビスを提供す るため

に条約が改正 され、1989年 に発効 した。 その後更に陸上移動体衛星通信

サー ビスを可 能 とす るための改正条約 が1989年 の総会 にお いて採択 さ

れ、現在各国に受諾 を要請 中である。 また、低軌道衛星等 を用いた別個

システムに より国際的な移動体衛 星通信サー ビスを行 う様 々な構想が浮

上 してい る中、全世 界の どこか らで もポケ ットサイズの電話機 で直接衛

星 を介 してサー ビスを受 け られる 「プロ ジェク ト21」 を1991年9月 に発

表 した。 さらに、1994年 以降には、衛星か らの電波 を地理 的に集 中で き

るスポッ トビー ムを備 えた第3世 代の衛星の打ち上 げを予定 して いる。

一方
、ア ジア ・太平洋地域 にお いては、既に約30の 別個 システム計画

が発表 されてい る。 しか し、有限 な静 止衛星軌道に多数の衛星が打 ち上

げ られ ると、衛星通信網相互 間に混信 を生 じる可能性が でて くる。国際

電気通信 条約 に附属す る無線通信規則では、衛星通信網 間の混信 問題 を

解決す るための国際的な調整手続 きが定 め られ ている。

郵政省は この調整手続 きに従 い、我が国の衛星通信網 を外国の衛星に

よる混信か ら守 るとともに、新 しい我が国の衛星軌道位置確保 のため に

外国主管庁 との調整 を行 ってい る。 しか し、近年の各国の多 くの衛星計

画のため、 この国際調整が複雑化 、長期化 して きてい る。

このよ うな状 況に対応 して、郵政省は二国間調整会議 を頻繁に開催す

るほか、早 い段 階か ら国際調整手続 きを開始す るな ど、積極的な対応 を
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図 ってい る。

さらに、以上の ような状 況にかんがみ て、郵政省では短期的 ・中期的

な観点 か ら国際衛星 に関す る動 向 を幅広 く研究 し、衛星利用の拡 大等、

我が国の政策課題 と国際協 調の在 り方 につ いて検討 を行 ってい るところ

であ る。

(7)二 国間郵政定期協議 の推進

最近 の社会経済の国際化の進展 に伴 い、 多 くの課題 が相互 に、密接に

関連 し合 い複雑化 してきて いる。

この よ うな状況において、国際機関等 の場 において、 多数 の国々の聞

で調整 を図 るほかに、二国間で個 々の国 と現状や政策課題等 につ いて協

議 を行 う場の重要性が増 してい る。郵政省にお いて は、7か 国1機 関(第

2-5-1表 参照)と の間で各年1回 定期協議 を開催 し、情報通信及び

郵政事業 の現状及 び課題について、情報 の共有化や 活発 な意 見交換 を行

い、積 極的に相互理解及 び協調関係 の進 展に努 めてい る。

1992年 度においては、電気通信 制度 やデ ジタル移動体 通信 システムの

第2-5-1表 二国間郵政定期協議の開催状況

(1992年度末現在)

相 手国等の名称 設置合意 相 手 側 参 加 者 開催回数

1 英国 1981.9 貿易産業省(DTD
電気通信庁(OFTEL)

9回

2 米国 1982.工0 電気通信情報庁(NTIA)

連邦通信委員会(FCC)
4回

3 カナダ ユ984.10 通信省(DOC) 7回

4 EC 1986.5 EC委 貝会第13総 局 5回

5 韓国 1988.1 逓信部(MOC) 4回

6 フ ラ ン ス 1990.11 郵電省(MPT) 3回

7 オ ー ス トラ リア 1991.4 運輸 ・通信省(DTC) 2回

8 ドイ ツ 1991.6 郵電省(BMPT) 2回

郵政省資料により作成
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開発 ・市場動 向、旧ソ連諸 国及 び東欧諸国 との協力、GATTに おけ る

対応、国境 を越 えるテレビ等 の電気通信、放送及び郵政事業に関する様 々

な分野につ いて情報交換 ・意 見交換が行 われ た。特 に、ECと の間では、

前年度の協議 にお いて実施 が決定 されたISD瓦 相互接続実験 の成果 を

確認 し、共 同で報告書 をとりまとめた。

この ように、二国間郵政定期 協議 は、国際的な相互理解 を図 る有効 な

場 として、ます ます重要 となってい る。

2国 際協力の推 進

(1)ODAに よる実績

政府開発援助(ODA)の 担 うべ き役割が ます ます重要 となっている

中で、通信分野における1991年 度のODA実 績 を援助 形態別 にみ ると、

無償資金協 力全体 の7.7%、 円借款全体の4.6%、 技術協 力(派 遣 ・受 入

第2-5-2表 通 信分野におけるODA実 績

(単位:億 円)

年度
無 償

資金協力
円 借 款

技 術 協 力(単 位 二人)

研修貫受入 専門家派遣 協力隊派遣

1987 76.63
(7,2)

742.50
(10.6)

523
(8.0)

100
(4.4)

32
(3.8)

1988 58.51
(6,0)

539.52
(5.1)

537
(7.9)

109
(4.5)

23
(2.9)

1989 134.47
(12.7)

704.69
(72)

567
(7,4)

115

〔4.6)

37
(4.2)

工990 103.71

(11,0)

1,009.96

(10.1)
509
(6.7)

118
(4.7)

26

(3.7)

1991 79.37

(7.7)

43728
(4.6)

527
(6.5)

72
(2.8>

40

(4.1)

「我 が国 の政 府 開 発援 助 」(外 務 省)に よ り作成

(注)()内 は、 一般 無償 全体(債 務 救 済 、 ノン ・プ ロ ジェ ク ト援 助 、 小規 模 無償 を除

く。)又 は円 借 款全 体(債 務 繰延 べ を除 く。)に 占め る通 信 分 野 の比率(単 位:%)

を示 し、 技術 協 力 は、 全体 に 占め る通 信分 野 の 比率(単 位:%)を 示 す。
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人数)全 体 の4.5%と なって いる(第2-5-2表 参照)。

なお、ODA対 象国につ いては、1993年 か ら旧ソ連諸 国の うち、中央

ア ジア5か 国(ト ルクメニスタ ン、カザ フスタン、 キル ギヌ、タン、ウズ

ベ キスタン及び タジキスタン)を 追加す ることが、1992年 の開発援助委

員会(DAC)会 合 で新 たに認め られ た。

(2)ア ジア ・太平洋地域 における国際協カ

アAPTへ の対応

1992年11月 に タイのバ ン コクに おいて、ア ジア=太 平洋電気通信共同

体(APT)第16回 管理委員会が開催 され、1993年 の予算が承認 された。

同会合 において、我が国全体 としては、41万 米 ドル(APT通 常予算の

4割 に相 当)を 拠 出す るこ ととされた。我が国は、郵政省ODA予 算か

らア ジア ・太平洋地域の電気通 信網 高度化 のための人材養成 に資す るた

め、80万 米 ドルの特別拠出 を行 ってお り、これに より、研修員の受入れ

や専 門家 の派遣が行 われ た。

また、 この特別拠出 によ り、1993年2月 にAPTと 郵政省 の共催によ

り、ア ジア ・太平洋地域におけ るデ ジタル化 を促進 し、各 国の良好な電

気通信網 の整備 に協力す ることを目的 として、デ ジタル化セ ミナーが実

現 した。

さらに、第16回 管理委 貝会 においては、我が国か らAPT事 務 局長が

選 出され るな ど、我が国に寄せ られた各国の期待に応 えてい くことがま

す ます重要 になっている。

イAPECへ の対応

ア ジア ・太平洋経済協 力(APEC)は 、ア ジア ・太平 洋地域 におけ

る経済面での協議 と協力の在 り方につい ての討議 の場 として、1989年 以

来開催 されているものであ り、1992年9月 の第4回 閣僚会議 においては、

APEC事 務局 及び基金の創設 を うたったバ ンコ ク宣言を採択 し、活動
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基盤が整備 され た。

1990年5月 の高級事務 レベ ル会合において、7番 目の専 門家会合 とし

て採択 された電気通信専 門家会合は、現在、各国 ・地域別の電気通信情

報収集、テ レポー ト、人材育成及 び電子デー タ交換の四つ のプ ロジェ ク

トについて検討 を進めてい る。第4回 閣僚会議においては、香港及び台

湾(呼 称 チャイニー ズ ・タイペ イ)の 電気通信事情 に関す るデー タ、

人材養成のマ ニュア ル、ガイ ドライン及びテレポー トに関す るレポー ト

が発表 された。

ウPECCへ の対応

太平洋経済協 力会議(PECC)は 、太平洋地域におけ る経済協 力関

係の推進 を 目的 とした政府 、経 済界、学会 の三者 で構成 され る国際的

フォー ラムであ り、9の 小委員会 を有 している。

運輸 ・通信 ・観光(Tripie-T)小 委員会は、太平洋地域 の経済的発展の

ため、運輸 ・通信 ・観光分 野の役割 の検討、地域 内におけ る具体的な政

策協 力の提案 等を通 じ、環太平洋地域での国際協力 を推進 して いる。

1992年7月 に福 岡において、我が 国で初め てTriple-T小 委 員会 国際

会議が開催 され、電気通信 のテ レポー トを中心 に空港、港 湾等 を有機 的

に組み合わせ 、開発途上国の経 済発展に貢献 する 「Triple-TPortプ ロ

ジェ ク ト」の報告等が行われた。 同プロジェク トは、郵政 省が1990年10

月か ら1992年3月 の間に開催 した 「開発途上 国におけ るテ レポー トシス

テム調査研究会」 と連携 をとって進め られた ものであ り、 開発途上国の

強い関心 を集 めた。

エAPPUへ の対応

アジア=太 平洋郵便連合(APPU)は 、UPUの 地域的 限定連合 と

して1962年 に設立された ものであ り、我が国は1968年 の加盟以来、積極

的な対応 を行 ってお 「)、ア ジア二太平洋郵便研修セ ンター(APPTC)
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に対 して も、郵便 に関す る専 門的知 識を有す る職貝 をコンサル タン トと

して派遣す るな どの支援 を行 ってい る。

1992年9月 にはAPPU執 行 理事会 及びAPPTC運 営理事会が イン

ドのニューデ リー において開催 され、APPUの 財政やAPPU憲 章等

連合文書 の簡素化等について審議 を行 い、アジア ・太平洋地域 内にお1け

るEMS交 換に関す る決 議 を採 択 した。

なお、1993年9月 には、次期APPU執 行理事会及 びAPPTC運 営

理事会が、我が国で開催 され る予定 である。

(3)旧 ソ連 諸国及び東欧諸国への支援

通信基盤の整備 が、市場経済へ の移行 に当たって非常 に重要 であると

第2-5-3表 旧 ソ連諸国 ・東欧諸国関係施策

年 旧ソ連諸国関係 東欧諸国関係

1991 10月

11月

11月

「対ソ支援連絡会」設置

「通信 ・放送現状調査団」派遣

「地域開発会議(ITU)」 参加

1月

2月

3月

5月

7月

12月

「東欧通信・放送事業調査協議会」

発足

「東欧セミナー実施協議会」発足

「第1回 事業化現地調査団」派遣

(ハンガリー、ユーゴスラビア)

「東欧通信政策セミナー」開催

「第2回 事業化現地調査団」派遣

(ブルガリア、ルーマニア)

ブルガリアからの研修員受入れ

1992 2月

5月

9～

10月

「CIS電気通信協力協議会」設

置

「CIS電気通信セミナー」開催

ロシア連邦極東地域に電気通

信事情調査団派遣

1～

3月

11月

ポーランドからの研修貝受入れ

「東欧中堅幹部研修」実施

1993 1月

3月

「平成4年 度特設東欧電気通信経

営管理コース」実施

「東欧放送セミナー」実施

郵政省資料により作成
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の認識の下に、 旧ソ連諸国及び東 欧諸国へ の協 力 ・支援体制 を整備 し、

現地事情 を調査 するための視察 団の派遣、研修員の受 入れ、セ ミナーの

開催等、各種施策が実施 されてい る(第2-5-3表 参照)。

1992年5月 には、 旧ソ連諸国各 国よ り電気通信関係幹部 を東京に招へ

いし、「CIS電 気通信セ ミナー」を開催 し、我が国の電気通信政策、電

気通信の民営化 、競争導入に関す るノウハ ウの提供 を行 った。また、1992

年9月 か ら10月 にかけて、 ロシア極東地域 に対 して電気通信事情調査団

が派遣 され、同地域 の詳細な調査 を行 った。

東欧については、1992年11月 にルーマニアよ り通信 に関す る業務に携

わ る中堅幹 部を招へ い し、 我が国の電気通信政策及び電気通信事業経営

の ノウハ ウ並 びに電気通信 関連施設が紹介 されたほか、1993年1月 に「東

欧電気通信 経営管理 コース」が開催 された。 また、1993年3月 には、ブ

ルガ リア、チェ ッコ、 スロヴ ァキア、ハ ンガ リー、 ポー ラン ド及びルー

マニアの6か 国か ら、放送 主管庁及び放送事業体 の幹部12名 を招へ いし、

我 が国の放送政策、民間放送の経営及び番組交流の促進等 を目的 とした

セ ミナーが開催 され るな ど、東欧諸国の電気通信事業 の経営改善 ひいて

は同地域 の経 済発展に貢献す る とともに、我が国 と東欧諸国の友好関係

の強化が図 られている。

(4)政 策対話の推進

国際協 力 を効果的 ・効率 的に実施す るため には、相手国政府 と通信政

策等の基本認識 を共有す る必要があ る。 また、近年、 多 くの開発途上国

においては、電気通信事業の民営化や外資導入に よる電気通信網の拡 充

が模 索されて いる。

このよ うな認識の もとで、開発途上 国政府 との政策対話の推進が求 め

られてお り、1992年 度か らマ レイ シア との間で開始 された。1993年 度 に

は中国及び メキシコとの間で、新 たに開始す る方向 で準 備中である。
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(5)国 際協 力の フォローア ップ施策

開発途上 国に対す る国際協 力は、量的拡大 とともに、質的拡 充が求め

られてお り、特 に、 フォローア ップの重要1生が様々 な機会に指 摘 されて

い る。 このよ うな現状 を踏 まえ 、郵政省 では、財 団による国際協力事業

を助成 してお り、従来の研修員 の受 入れ、海外 派遣専 門家の養 成及 び海

外通信計 画調査 に加 え、1992年 度か ら通信 ・放 送設備 の診断 を行 うこと

な どを 目的 とす るメンテナ ンス ・サポー テ ィング事業 に対 して も、補助

金 による助成 を行 うこ ととした。

また、帰 国研修 員等に対す るフ ォロー ア ップ施策 として、1992年 度か

ら我が国の通信 ・放送の技術 動向等 をと りま とめた技術情報文献 「きず

な」 を発行、送付す るこ とと した。

(6)郵 便分野 における国際協 力の推進

世 界の郵便事業のネ ッ トワー クの改善 及び発展 のために、 開発途上国

の郵便 関係職貝 を対象 として、「郵 便事 業調査研 究国際 コー ス」や 開発途

上国の郵 政庁幹部 を対象 とした 「郵便幹 部セ ミナー」 を毎年 開催 してい

る。

また、ア ジア諸 国か ら郵便事 業の機械化や営業 活動 等の専 門分野 に関

す る研修 のための郵便 関係職員 を受け入れてい るとともに、郵便 ネ ット

ワー クの改善 ・向上 を現地 で助言 ・支援 す るため、専 門家 の派 遣 も実施

している。

さらに、EMS追 跡 システムのア ジア諸国へ の早期導 入に必要 な財源

の拠出につ いて、UPUか ら要請 された ことを受 け、UPUの 任意基金

への資金 拠出を行 い、ア ジア諸 国への システムの早期 導入 を支援 してい

くこととしている。

(7)我 が 国の行 う国連平和維持活動 に対 す る協 力

国連平和維持 活動に対 して、郵政省 では、 インマルサ ッ ト衛星 を利用
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した持 ち運 び自由な可搬型地球 局 を用 い、我が国 との国際ダイヤル通話

を可能 とした り、郵便 につ いて も、航 空ルー トを改善 し、迅速 な送達 を

可能 とす るとともに、関連 の艦船に船 内郵便局 を開設 し、郵便送達 を確

保す るな どの協力 を行 っている。

(8)パ ー トナ ーズ計画

国連及び国際宇宙年宇宙機関会議 は、1992年 を国際宇宙年 と位置づ け、

これを契機 に、宇宙に関する教育 ・普 及活動 を推進 し、宇宙活動 におけ

る国際協力の促進 と宇宙科学 と宇宙開発 の両面 におけ る宇宙空間の平和

利用の発展の年 に しようとす る取組 を国際的 に進めている。特に宇宙先

進国に対 しては、開発途上 国に対す る宇 宙開発成果 の還元、技術移転 を

含む教育 ・普及活動 の実施 について要請 されている。

これを受けて、我が国では、1992年11月 か ら郵政省、科学技術庁及 び

宇宙開発事業団が中心 とな り、大学や民問機 関 と協力 して、ア ジア ・太

平洋地域の開発途上 国に技術試験衛星V型 用 の簡易な地球局 を設置 し、

大 学や研究機関等 の間で衛 星 を利 用す る共同実験計画であ るパー トナー

ズ(PARTNERS)計 画 を推進 して いる。

パー トナー ズ計画 では、衛星通信 の電波伝搬実験や遠隔教育、遠隔医

療等の衛星利用実験等 を通 じて技術移転、技術 交流 を行 い、国際協力の

促進 を図 るこ ととしている。
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第6節 技術開発 ・標準化の一層の推進

1次 世代を支える技術開発の促進

(1)情 報通信技術に関する研究開発指針

郵政省では、今後の情報通信技術に関する研究開発を効率的に推進す

るため、電気通信技術審議会による 「21世紀を展望 した情報通信技術開

発に関する基本方策」に対する答申(3年6月)等 を踏 まえ、「電気通信

技術に関する研究開発指針」(昭和61年 策定)を全面的に改定 し、4年5

月に 「情報通信技術に関する研究開発指針」 として、以下の研究開発の

基本的考え方、研究開発方策等を示し、これに基づ き、必要な措置を図っ

ている。

ア 情報通信技術の研究開発推進の基本的考え方

21世紀の高度情報社会の実現のためには、国の研究所、大学、電気通

信事業者、製造業者等がそれぞれの立場で研究開発を行 うとともに、こ

れらの機関が適切な連携をとるなど、我が国全体 としての研究開発活動

の活性化のための長期的 ・総合的な視点に立った効率的な情報通信技術

開発の推進が求められる。

イ 情報通信技術に関する研究開発推進方策

推進方策としては、通信総合研究所における研究開発の実施、民間に

おける研究開発の支援、先導的研究開発を行 う体制の整備、標準化の推

進、国際研究交流の推進、地域における研究開発ポテンシャルの向上が

重要である。

(2)電 気通信分野における研究開発体制の整備

「21世紀を展望 した情報通信技術開発に関する基本方策について」に

対する答申にも指摘 されているとお り、21世紀の高度情報社会を実現す
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るためには、技術先導性 の高い電気通信分野におけ る研究開発 の積極 的

な推進が不可 欠である。 しか し、 この研究開発の中には、緊急な取組 が

必要であ るに もかかわ らず、 高 リスク ・高負担で長期間 を要す ることな

どか ら、民間のみでは技術開発 インセ ンテ ィブが働 きに くい分 野が あ り、

このような分 野につ いては国が基礎研 究か ら応用へ の橋渡 しを行 う先導

的研究開発 を積極的 に推進す るこ とが必要 である。

このため、4年 度か ら郵政省の特別 認可法人 であ る通信 ・放 送機構 に

おいて、産 ・学 ・官 の技術 力、 人材 を結集 し、かつ研究開発における民

間のインセ ンテ ィブを働 かせ、総合的、計画的かつ効率的に研究開発 を

推進 して いる。

具体的 には、ホログラフィ技術 を用いた高度 な三 次元立体動画像の通

信 を可能 とす る 「高度三次元画像情報の通信技術に関す る研究開発」 を

東京テレ コム ・リサーチパー クにおいて5年 計画で行 っている。

また、高度な電気通信技術 の研究開発 に不可欠な大型施設であって、

民間のみでは整備 困難 な施設 を整備 し、広 く電気通信技術 に関す る研究

開発 を行 う者の共 同の利用に供す る事業(特 定研究開発基盤施 設整備事

業)に 対 して、4年 度 よ り同機構か ら出資 を行 ってい る。4年 度は、画

像通信技術等の研究 開発 ・試験機器 を整備 す る 「㈱横浜画像通信 テク ノ

ステーシ ョン 」及び、広帯域ISDN用 技術開発設備 を整備す る 「㈱新

世代通信網開発センターiに 対 し出資 を行 った。

さらに、近年の研究開発においては、国際的 な研究情報 の交換等 を抜

きに しては考 え られな くなって きていること、 我が国の国際貢献及び国

際協力に対す る期待 が高まってい ることなどか ら、 同機構 は外国 人研究

者 を招へ い し、我が国の研究者 との研究交流を実施 してい る。

(3)電 気通信 フロンテ ィア研究開発の推進

郵政省 では21世 紀におけ る多様 なニー ズに対応 し得 る高度な情報通信
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サー ビスを実現す るため、従 来の電気通信分 野に とらわれない幅広 い分

野にわたる基礎 的 ・先端的研究開発 であ る 「電気通信 フ ロンティア研究

開発」を、郵政省通信総合研究所 を核 とした産 ・学 ・官の連携 によ り、

昭和63年 度か ら推進 している。

4年 度には、「超高速通信 技術 」、「バ イオ・知 的通信 技術 」、「高機能 ネッ

トワー ク技術」 の3分 野について、「高温超電導体 によ る超高速 ・高性能

通信技術 の研究 開発」、「知覚機構 モデルに よる超高能率符号化技術の研

究開発」 及び 「ネッ トワー ク ・ヒューマ ンインタフェー スの研究開発」

等の7研 究課題 の研究開発 を推 進 している。

さらに、5年 度においては、 これ らの課題の充実 を図 る とともに、新

課題 として 「高度情報通信 のため の分子素子技術の研 究開発」 を実施 し

てい くこ ととしている。

また、 これ らの研究開発 の補完、充実 を 目的 とした 「電気通信 フロン

テ ィア研究公募」 を2年 度か ら実 施 してお り、4年 度 には44件 の応募の

中か ら4件 を新 たに採択 し、継続 してい る課題 と合 わせ て、 計8件 の公

募 課題 に取 り組 ん で い る。 さ らに、「電気 通 信 フ ロ ンテ ィア研 究 国際

フォー ラム」 を元年度か ら毎年開催 してお り、4年 度 においてはバ イオ

系 の研究分野 を中心テーマ として、12月 に開催す る とともに、外国人研

究者 を通信総合研 究所へ招 へいす るな ど、引 き続 き国際共 同研究 を推進

している。

(4)広 帯域ISDN構 築の推進

郵政省では、我が国の社会経済の発展基盤 として21世 紀の通信 基盤で

あ る新世代通信 網の整備 ・普及 は不可欠 であ る との認識に立 ち、3年 度

以降、電気通信基盤充実臨時措置法の制定や広帯域ISDNの 実 用実験

施設 に対す る政府出資の枠組みの創設等各種 施策 を講 じてい るが、 その

一環 として、広帯域ISDNの 実用実験が6年 か ら実施 され る。
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今 回の実験 は、4年8月 に働新世代通信網利用高度化協会が発表 した

実用実験の推進 計画 を受 け、 関西地域 を中心 と した通 信事 業者、 メー

カー、ユーザー企業等の参画 を得 て実施す るもので、6年 度か ら関西文

化学術研究都 市 を中心 とした京都 ・大阪 ・奈良エ リアにおいて、ハイ ビ

ジョン映像 等 を用 いた利用実験や高速LAN等 を用 いた利用実験等 を実

施 し、ユーザーが必要 とす るサー ビスについて検討 してい く。

(5)デ ジタル映像技術の開発推進

従 来各々の映像 メデ ィア毎 に映像 技術 の開発が行 わ れて きたが、 メ

デ ィア融合化 の時代へ の対処 のため電気通信 技術 審議会 で審議 が行 わ

れ、5年1月 に「21世紀 を展望 したデ ジタル映像技術の在 り方について」

の答申を得、 これ に従い郵政省 は開発推進 を行 っている。

すなわ ち、 映像技術は、放送 のほかに映画、印刷 及び医療用画像等へ

の応用 を考慮 する と、一層の高画質化が求め られ るとともに、今後のマ

ルチメデ ィア化に対応す るため、 コンピュー タ処理 に適す る映像 のデジ

タル化が不可欠 である。 このよ うな映像技術 の発展方向において、番組

及び素材映像等 の映像 ソフ トが メディア間 を相 互流通 し、異種伝 達 メ

デ ィアが同一 のハー ドウェア を共用す るメディア融合化 の時代に対応 す

るためには、通信、放送、パ ッケー ジ(CD-ROM等)、 映画及び印刷

等の各種 映像 メデ ィア に共通 して適 用 され るデ ジタル映像 技術 の体系

化、規格 の統合化が重要 となってい る。 この体系 を有 し、一層の高画質

化 に対応す る超高精細 デジタル映像 システム(UDTV:UltraDefini-

tionTV)の 実現 については、①幅広い分野の関係 者による開発 目標等 を

設定する体制の確立、② 国際情報交換 の促進、③ 国際標準化 活動への積

極的な参加、④ 基盤技術研究促進センターの出融資制度等 を活用 した基

盤技術 の研究開発、⑤研究開発成果 を実用化に結 びつけ るため の実証実

験等 を通 じて開発推進 を行 って いる。
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(6)デ ジタル音声放送技術の開発推進

音声放送 としては、 中波放送、FM放 送等が実用化 され、広 く普及 し

ている。 しか しなが ら、近年の高 品質の携帯型 音響機器、 カー ラジオ等

の普及に よ り、移動 しなが らで も良好に受信可 能であ り、かつ 高品質な

音声放 送に対す るニー ズが増加 して きた。一方 、音声信号の デ ジタル圧

縮技術 をは じめ とす るデ ジタル技術が大 き く進 展 した。 また、無線通信

部門においては、デ ジタル音声放 送技術 に関 して各 国の研究 開発 を促進

してい る。

このよ うな状況 を踏 まえ、郵政省 では、移動受信が可能 な高品質デジ

タル音声放送(CDと 同等)を 実 現す るための 技術 につ いて調査研究を

進めている。4年 度か らは 「音声放送技術研究会」 を開催 し、地上系の

移動体 デジタル音声放送、デ ジタル中波放送 につ いて、放送方式、周波

数等に関す る具体 的 な調査研究 を行 っている。

(7)宇 宙通信技術開発の推進

ア 通信放送技術衛星(COMETS)

我が国の社会経済の発展に伴 い、宇宙通信 に対す るニー ズは今後一層

増大、かつ高度化、 多様化 してい くもの と考 え られ る。 そこで郵政省で

は、科学技術庁 、宇宙開発事 業団 と協 力 して、Kaバ ン ド(30～40GHz

帯)高 度移動体衛星通信技術(小 型通信機に よるデー タ通信、 テレビ電

話等)、 衛星間通信技術、高度衛 星放送技術(デ ジタルハ イビジ ョン衛星

放送)、 大型静 止衛星技術の高性 能化技術等の開発及 びその実験 ・実証 を

行 うこ とを目的 とした通信放 送技術衛星(COMETS)を8年 度に打

ち上 げることを目標 に、2年 度か ら搭載用中継器等の開発 を進めている。

郵政省通信総 合研究所においては、5年 度 には、高度移動 体通信 のため

の中継器及び高度衛星放送のため の中継器受信部の開発並 びに通信実験

のための地上施 設の整備 を継続 して行 うとともに放送地上実験 設備 の開
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発に着手 している。

イ 次世代研究開発衛星の研究

21世紀初頭においては、地上系の通信 システムが使 えないような山奥

であっても利用できる携帯電話、移動体に向けての高品質音声放送及び

大容量衛星間通信等の実現が期待されている。このため、郵政省では、

21世紀初頭に実現が予想されるSバ ン ド(2.5GHz帯)移 動体衛星通信シ

ステム、Sバ ン ド移動体デジタル音声衛星放送システム及び大容量の衛

星聞通信 システムに必要 となる衛星技術 と衛星利用技術の研究開発及び

その技術の宇宙における実験 ・実証を目的とした次世代の通信 ・放送分

野の研究開発衛星の研究に4年 度から着手している。現在、移動体衛星

通信や移動体デジタル音声衛星放送の実現に必要 となる高出力中継器や

10m程 度の大型展開アンテナ等に関する技術及びミリ波 ・光を用いた衛

星間通信技術の研究を行っている。
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ウ 電波を利用 した宇宙インフラス トラクチャの整備方策に関する調

査研究会

郵政省では、将来の宇宙活動の発展に備えて、宇宙活動の安全陛、確

実性を確保す るために、宇宙環境モニタ リングシステム、字宙における

情報通信ネットワーク、宇宙航行安全システム等電波を利用 した宇宙イ

ンフラス トラクチャについて、国際協力の進め方や行政施策等 を含めた

整備方策の検討を行っている。3、4年 度は、宇宙環境モニタリングの

在 り方に関 して調査研究を行い、スペースデブ リ(宇 宙空間に存在する

使用済みの人工衛星等の不要物体)の 観測体制 と太陽活動による宇宙環

境(太 陽環境)の 変化(人 体及び宇宙機器に有害な影響 を与える放射線)

の観測 ・予報システムについて検討を行ってきた。具体的には、スペー

スデブ リ、太陽環境の観測の国内外の現状、観測システムに必要な機能

や技術、宇宙環境モニタリングシステムのイメージ、国際協力の在 り方

等について検討を行ってきた。

5年 度からは、有人宇宙活動に必要な通信や、生命維持 ・宇宙機運用

に必要なデータ及び各種実験データの伝送等に必要となる宇宙における

情報通信ネットワークに関する今後の研究開発課題や国際協力の進め方

について検討を進めている。

工 宇宙通信システムの信頼性向上に関する研究

通信 ・放送分野における衛星利用が進み、宇宙通信需要が増大 した今

日、宇宙通信システムは社会にとって不可欠なものとなってお り、これ

らに発生する不具合は、国民生活に重大な影響 を与えるものである。

宇宙通信システムの信頼性の向上を図るためには、軌道上の衛星で生

じた不具合の原因を明確にし、その分析 ・検討結果 をその後の衛星の開

発にフィー ドバックすること及び現在ではほ とんど不可能である不具合

部分の復 旧を可能 とすることが必要である。このため、郵政省では、4
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第2-6-1図 宇 宙通信 システムの信頼性向上に関 する研 究

○ 衛星の状態監視 ・不具合解析技術の高度化

人工衛星の各部分の電圧、電流、温度、圧力及びスイッチの状態等は常時監視され、

不具合発生時に出来るだけ速やかな対応を図る体制の整備が進められているものの、

不具合発生場所・原因の特定になおかなりの時間と労力を要しているのが現状である。

このため、衛星の状態監視 ・不具合解析をより効率的かつ効果的に行い、不具合発

生に伴 う影響を最小限に止めるため、同技術の高度化が必要となっている。
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年12月 か ら 「宇宙通信 システムの信頼性 向上に関す る調査研究会」 を開

催 し、通信衛星、放送衛星 の宇宙通信 システムの信頼性 向上 を図る上で

必要 な要素技術 として、特 に、衛 星の 自己監視 技術、不具合解析技術、

静止軌道サー ビス衛星技術及 びクラス タ衛星 技術 に着 目し、 これ らの技

術 の現状及び技術開発課題等についての調査 ・検討 を行 い、今後の宇宙

通信 システムの信頼性向上策 の在 り方 につ いて検討 を行 ってい る(第2

-6-1図 参照) 。

オ 測位衛星 システムの在 り方 に関 す る調査研究会

衛星 を利用 した測位 システムは、広範囲にわ たって簡便 に高精 度の測

位情報 を提供す ることか ら、自動車のナ ビゲー シ ョンか ら工事測量 まで、

幅広 い用途 での利用が期待 されている。特 に、米国国防総省 が中心に開

発 したGPS(GlobalPositioningSystem)と 呼ばれ る測位衛星 を用い

た船舶、 自動車等のナ ビゲー シ ョンシステム等の利用 も広 まってきてい

る。

郵政省 では、測位衛星 システムの安全性 ・完全性確保 の方策 について

検 討 を行 うことを目的 として、「測位衛星 システムの在 り方に関す る調査

研 究会」 を3年7月 か ら開催 し、4年6月 に報告書 を取 りまとめた。 こ

の結果 を受けて、ナ ビゲー シ ョン機器製造企業等に よ り 「衛 星測位 シス

テム協議会」が4年11月 に設立され た。 この協議会 では、GPS等 衛星

測位 システムに関す る技術開発 及び利用動向の調査 、GPSの 利用 を検

討 している国際機関等 との交流、GPSの 機能 に関す る情報収集、利用

技術の調査研究等 を行 っている。

(8)首 都 圏広域地殻変動観測施設の整備

郵政 省では、国民の 日常生活 に とって大 きな脅威 である地震の前兆で

あ る地殻変動 を精 密に とらえ地震予知 に資す るため、超長基線電波干渉

計(VLBI:VeryLongBaselineInterferometry)観 測技術等 を活
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首都圏広域地殻変動観測システムの概念図
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用 した首都圏広域地殻変動観測施 設の整備 を行 っている。VLBIと は、

遠方にあ る天体 電波源か ら発せ られた電波 を遠 く離れ た二っ以上 のア ン

テナで同時に受信 して、電波がそれ ぞれのアンテナに到達す る時間差(遅

延時間)を 測定す るこ とに よってアンテナ間の距離 を超精密 に測定す る

技術である。郵政省 では、現在1cmの 測地精度 を持つVLBI技 術 を確

立済み であ る。 この技術 を活用 して 日本列 島周辺 のプ レー ト運動の解 明

等を行 ってお り、プ レー ト運動 によって発生す る地震の予知の向上 に貢

献 してい る(第2-6-2図 参照)。

(9)郵 便 システムの技術開発推進

郵政研 究所 では、21世 紀の郵便 システムを 目指 した技術開発 を促進す

るために、4年 度 に技術 開発研究部門 を拡充 し、本省関連部 門 との密接

な連携 を保 ちつつ、郵便処理の 自動化 のための技術開発及び郵政事業高
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度化 のための情報通信に関す る技術 開発 を行 っている。主 な研 究テーマ

としては、次 の四つがあ る。

① 「郵便処 理 システムの将来形 態に関す る研究」は、将来の郵便処理の

自動化 システムの実現 を目指 して、 そのか ぎとなる手書 き文字認識技

術の高度化の研究 を行 うものであ る。

② 「郵便輸送 システムの将来形態 に関す る研究」は、労働 集約型である

郵便事業の合理化、省力化 を目指 し、郵便 局相互 間におけ る新 たな郵

便輸 送 システム及 び局 内におけ る作業工程 間の搬送 ・移 載の 自動化シ

ステムの実現 に向け て、必要 な技術 開発 の研究 を行 うものであ る。

③ 「先端通信技術 の郵政事業への応用 に関す る研 究」は、進歩の著 しい

移動 体通信やVSAT(注)等 の先端 的 な通 信技術 を郵政 事業 に利活用

してい くこ とを 目的 とす る研 究であ り、 その際の問題 点について も検

討す るもの である。

④ 「通信情報処理 システムにおけ るセキュ リテ ィ管理 に関す る研究」で

は、今後 の郵政事業において、高度化 した電気通信 システムを介 して

の金銭 の取 引やプ ライバ シー に係 る重要 な情報等 を授受す るこ とが必

要 とされ、 その場合に必要 な通信情報処理 システムのセ キュ リティ管

理 ・認証機構の適用方 策等 を研究す る もの である。

2重 要性を増す標準化の推進

(1)電 気通信の標準化推進に対する取組

電気通信の高度化 ・多様化が進展 しているが、不特定多数のユーザー

間で円滑な通信を行 うためには、端末及びシステム相互間の通信方式等

の標準化が不可欠である。国際標準化は、主 として国際電気通信連合(I

TU)の 電気通信標準化部門及び無線通信部門で行われている。

(注)ア ンテナの開口径が1mか ら2m程 度 の超小型の地球局設備全般 を指す
。
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また、我が国では㈲電信 電話技術委員会(TTC)を 始め とす る民間

標準化機関、欧州 では欧州 電気通信標準化機構(ETSI)、 米国ではT

1委 員会(注)が、各地域 内 での標 準化 を進め て いる(第2-6-3図 参

照)。

このよ うな状況 の中で、以下 の ような標 準化推進に対す る取組 を行 っ

ている。

① 電気通信技術審議会 を中心 とした国際標準化機 関の国際標準化活動

への寄与

② 電気通信技術審議会 の答 申に基づ く各種規格や推薦通信方 式(JU

ST)の 作成

第2-6-3図 電気通信分野における日・米 ・欧の標準化機関
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③ 相互接続試験 を実施 してい るHATS推 進会議(高 度 通信 シスアム

相互接続推進会議)の 試験対象 の拡大 と普及活動 の強化

④ 国内の民間標準化機関 であるTTC、RCR(働 電波 システム開発

センター)、BTA倣 送技術開発協議会)等 によ り構 成 され る電気通

信標準化関係機関連絡会 の開催

⑤OSI(開 放 型 システム間相互接続)対 応装置等の国際標準に準拠

す る端末及び システムに対す る各種支援策の推進

(2)電 気通信標準化 部門への寄与

電気通信標 準化部 門の作成 する勧告は、国際的 な標準 として世界的に

広 く採用 され ている。我 が国 も、電気通信標準化部 門の調査研究に対 し

て積極 的に寄与 し、電気通信 の発展 に貢献 している。

5年3月 にヘ ルシンキにおいて、勧告 の審議等 を行 う第1回 世 界電気

通信標準化会議が開催 され、多 くの標準が採択 された。.その 中で、将来

の電気通信 の発展及 び利用者の利便性 を高め るため、特に積極 的に、電

気通信管理網、 インテ リジェン トネ ッ トワー ク、パー ソナル通信 、広帯

域ISDN、 オー ディオビジュアルサー ビス(マ ルチ メデ ィア情報 をリ

アルタイムに2地 点 間以上 で通信す るサー ビス)の 各項 目につ いて、審

議 が行われた。郵政省 では、電気通信技術審議会か らの5年1月 の 「C

CITT総 会への対処 につ いて」の一部 答申に基づ き、積極的 に本会議

へ寄与 して きた ところであ り、引 き続 き電気通信標準化部 門へ の調査研

究へ寄与 を図 ってい る。

て3)OSIの 普及

近年 のネ ッ トワー ク化の流れの中で、 異なる メー カーの コンピュー タ

や端末の接続 を容易に行 う必要性が高ってお り、 その ために、OSIの

導入 を促進 するこ とが重要 になってい る。4年 度行政 改革大綱 にお いて、

OSIに 関す る国際的 な標準 の導入 を推進 す ることが盛 り込 まれ、政府
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におけ るOSI導 入 ・利用 に関す る基準 は、ITU-TS勧 告(旧CCI

TT勧 告)、ISO標 準等の国際標 準に対 応す る国内標準 とす ることに

なった。

これ を受 け、郵政省 では、ITU-TS勧 告 に準拠す る国内標準の作成

及び発行 を行 う機関 を内外 に明確 にし、広 く周知 す るため、4年7月 に

TTCを その機関 として認定 した。

さらに、4年 度か らエネルギー需給構造改革税制 の中に、OSI対 応

装置が盛 り込 まれ、OSI対 応装置の取得 に対 して税額控除が認め られ

ている。

(4)相 互接続性確保のためのHATS推 進会議の推進

国際標準 ・国内標準に基づ いて製造 されている製品であって も、メー

カーが異なる と、標準の解 釈上 の問題等に より、相 互に接続で きない場

合があ り、標準に基づ いて開発 され たシステムの相互接続性 ・相互運用

性 を確認す る必要性が高 まってい る。 これに対処す るため にHATS推

進会議が開催 されている。HATS推 進会議 では、利用者、 メーカー、

電気通信事業者等の意見交換 を通 じて、ISDNの 特性 を生か し、かつ、

ユーザー ニー ズに合致す る高度な通信 システム間の相互接 続性の確保 に

向けて取 り組ん でい る。現在 まで、HATS推 進会議 内にG4フ ァクシ

ミリ等の8分 科会 を設置 し、通信機械工業会(CIAJ)内 に設置 した

相 互接続試験実 施連絡会 と連 絡調整 をと り相互接続 試験 を実施 してい

る。

相互接続試験は、ITU-TS勧 告等に基づ きTTCが 作 成 したTTC

標準 に準拠(必 須機能)し ていること及 びオプ ション機能の うち実際の

使用環境 を考慮 した基本的機能 の範囲につ いて実施 している。各 試験項

目につ いて、全 ての装置間で良好 な結果 が得 られれば、 これ らの範囲に

ついて相互接続性 が確認 され る。
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4年9月 以降、特に需要 の大 きいデ ジタルテ レビ電話 ・会議、G4フ ァ

クシ ミリ、構内交換機(PBX)、LAN間 接続の4分 野につ いて順次、

TTCに おいて 「相互接続試験実施 ガイ ドライン」が作成 され、 これに

基づ き相互接 続性が確認 されたISDN/OSI製 品につ いては、TT

Cへ の届出 ・確認の後にTTCマ ー クの表示等が可能 とな った。

また、HATS推 進会議 では、EC並 びに韓 国 との 間で、 国際ISD

N相 互接 続実験 を計画 してお り、既にECと の間では、G4フ ァ クシ ミ

リによる初期実験 を実施 し、 良好 な結果 を得 ている。

(5)ア ジア ・太平洋地域 における標準化活動

今後21世 紀 に向け、アジア ・太平洋地域 の社会経済の発展は、電気通

信 ネ ッ トワー クの円滑な構築が必要不可欠 である。特 に、今 後の高速 デー

タ通信、画像通信等に対応 した通信網の高度化 を効率 的 ・経済的 に進め

る上 で、地域 内外 での通信 の相 互接続性の確保 、マルチベ ンダ㈱ 化等が

重要 であ り、ITU等 で策定 され たデジタル通信網 等に関す る国際標準

の域 内における積極的 な導入、高度 ネッ トワー クの地域 内外 での相互接

続性の確保等 に関す る方策 を早期に確 立す るこ とが望 まれて いる。

このため、4年10月 か ら 「アジア ・太平洋地域におけ る標準化の推進

に関す る調査研究会」 を開催 し、ア ジア ・太平洋地域の先進国で ある我

が国 として も国際貢献の立場か らこれ らの方策について検 討 を行 ってい

る。

(注)特 定の メー カーに依存しないシステム。


